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 四 生命を尊び，自然を大切にし，環境の保全に寄与する態度を養うこと。 
 五 伝統と文化を尊重し，それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛するとともに，他国を尊重し，
国際社会の平和と発展に寄与する態度を養うこと。 




























































































   第４章 法令の制定 
第18条 この法律に規定する諸条項を実施するため，必要な法令が制定されなければならない。 
 





 一 社会教育法（昭和24年法律第207号）第１条 
 二 産業教育振興法（昭和26年法律第228号）第１条 
 三 理科教育振興法（昭和28年法律第186号）第１条 
 四 高等学校の定時制教育及び通信教育振興法（昭和28年法律第238号）第１条 
 五 義務教育諸学校における教育の政治的中立の確保に関する臨時措置法（昭和29年法律第157号）第
１条 
 六 国立大学法人法（平成15年法律第112号）第37条第１項 




 一 放送大学学園法（平成14年法律第156号）第18条 
 二 構造改革特別区域法（平成14年法律第189号）第20条第17項 
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２ 地方自治法（抄） 
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                               最近改正 
                               平成20年６月18日 法律第82号  
 
































































                               昭和23年２月９日 法律第５号  
                               最近改正 
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   第５章 図書館の部局 
第14条 館長は，管理事務を効率化するに必要とする部局及びその他の単位を図書館に設ける。 
 


































 三 行政及び司法の各部門の図書館長に年報又は特報の提出を要求することができる。 
第18条 行政及び司法の各部門に在る図書館の予算は当該各部門の予算の中に「図書館」の費目の下に，
明白に区分して計上する。この費目の経費は，行政及び司法の各部門を各々代表する連絡調整委員会
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 一 図書 
 二 小冊子 
 三 逐次刊行物 
 四 楽譜 
 五 地図 
 六 映画フィルム 
 七 前各号に掲げるもののほか，印刷その他の方法により複製した文書又は図画 


























 一 港湾法（昭和25年法律第218号）第４条第１項に規定する港務局 
 二 地方住宅供給公社法（昭和40年法律第124号）第１条に規定する地方住宅供給公社 
 三 地方道路公社法（昭和45年法律第82号）第１条に規定する地方道路公社 
 四 公有地の拡大の推進に関する法律（昭和47年法律第66号）第10条第１項に規定する土地開発公社 
 五 地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人 
 六 特殊法人等のうち，別表第２に掲げるもの 
３ 前条第３項の規定は，前２項の場合に準用する。 
 























－ 14 － 








   附 則［昭和24年６月６日法律第194号］ 
１ この法律は，昭和24年７月１日から施行する。 
２ この法律施行前に発行された出版物の納入又は納本については，なお従前の例による。 
   附 則［昭和30年１月28日法律第３号］［抄］ 
１ この法律は，第22回国会の召集の日から施行する。 




   附 則［平成11年４月７日法律第31号］［抄］ 
１ この法律は，平成12年１月１日から施行する。ただし，第21条並びに同条第一号，同条第三号及び
同条第四号の改正規定は，公布の日から施行する。 






   附 則［平成14年３月3l日法律第６号］［抄］ 
１ この法律は，平成14年４月１日から施行する。ただし，第2l条に４項を加える改正規定中同条第３
項から第５項までに係る部分は，同年10月１日から施行する。 





















   附 則［平成17年４月13日法律第27号］ 
 この法律は，公布の日から施行する。ただし，別表第一の改正規定は，平成17年10月１日から施行す
る。 
   附 則［平成17年７月６日法律第82号］［抄］ 
 （施行期日） 
第１条 この法律は，平成19年４月１日から施行する。 






















   附 則［平成19年３月31日法律第16号］［抄］ 


































 一 国立国会図書館法別表第１総合研究開発機構の項 
 二 地方税法第72条の５第１項第七号 
 三 行政事件訴訟法別表総合研究開発機構の項 
 四 所得税法別表第１第一号の表総合研究開発機構の項 
 五 法人税法別表第２第一号の表総合研究開発機構の項 
 六 消費税法別表第３第一号の表総合研究開発機構の項 
 七 独立行政法人等の保有する情報の公開に関する法律別表第１総合研究開発機構の項 
－ 17 － 
 八 独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律別表総合研究開発機構の項 
























－ 18 － 
４ 社会教育法（抄） 
 
                               昭和24年６月10日 法律第207号  
                               最近改正 
                               平成20年６月11日 法律第59号  
 























 一 社会教育に必要な援助を行うこと。 
 二 社会教育委員の委嘱に関すること。 
 三 公民館の設置及び管理に関すること。 
 四 所管に属する図書館，博物館，青年の家その他の社会教育施設の設置及び管理に関すること。 





 八 職業教育及び産業に関する科学技術指導のための集会の開催並びにその奨励に関すること。 
 九 生活の科学化の指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 
－ 19 － 
 十 情報化の進展に対応して情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識又は技能に
関する学習の機会を提供するための講座の開設及び集会の開催並びにこれらの奨励に関すること。 
 十一 運動会，競技会その他体育指導のための集会の開催及びその奨励に関すること。 








 十六 社会教育に関する情報の収集，整理及び提供に関すること。 
 十七 視聴覚教育，体育及びレクリエーションに必要な設備，器材及び資料の提供に関すること。 
 十八 情報の交換及び調査研究に関すること。 




 一 公民館及び図書館の設置及び管理に関し，必要な指導及び調査を行うこと。 
 二 社会教育を行う者の研修に必要な施設の設置及び運営，講習会の開催，資料の配布等に関するこ
と。 
 三 社会教育施設の設置及び運営に必要な物資の提供及びあつせんに関すること。 
 四 市町村の教育委員会との連絡に関すること。 















－ 20 － 
５ 図書館法 
 
                               昭和25年４月30日 法律第118号  
                               最近改正 
                               平成20年６月11日 法律第59号  
 

























 五 分館，閲覧所，配本所等を設置し，及び自動車文庫，貸出文庫の巡回を行うこと。 
 六 読書会，研究会，鑑賞会，映写会，資料展示会等を主催し，及びこれらの開催を奨励すること。 
 七 時事に関する情報及び参考資料を紹介し，及び提供すること。 
 八 社会教育における学習の機会を利用して行つた学習の成果を活用して行う教育活動その他の活動
の機会を提供し，及びその提供を奨励すること。 
 九 学校，博物館，公民館，研究所等と緊密に連絡し，協力すること。 







 一 大学を卒業した者で大学において文部科学省令で定める図書館に関する科目を履修したもの 
 二 大学又は高等専門学校を卒業した者で次条の規定による司書の講習を修了したもの 
 三 次に掲げる職にあつた期間が通算して三年以上になる者で次条の規定による司書の講習を修了し
たもの 
  イ 司書補の職 
  ロ 国立国会図書館又は大学若しくは高等専門学校の附属図書館における職で司書補の職に相当す
るもの 
  ハ ロに掲げるもののほか，官公署，学校又は社会教育施設における職で社会教育主事，学芸員そ
の他の司書補の職と同等以上の職として文部科学大臣が指定するもの 
２ 次の各号のいずれかに該当する者は，司書補となる資格を有する。 































   第２章 公立図書館 
 （設 置） 
第10条 公立図書館の設置に関する事項は，当該図書館を設置する地方公共団体の条例で定めなければ
ならない。 
第11条及び第12条 削 除 














第18条 削 除 









 一 図書館がこの法律の規定に違反したとき。 
 二 地方公共団体が補助金の交付の条件に違反したとき。 
 三 地方公共団体が虚偽の方法で補助金の交付を受けたとき。 
 
－ 23 － 
   第３章 私立図書館 





















                           昭和25年９月６日 文部省令第27号 
                           最近改正 















 二 法第５条第１項第三号イからハまでに掲げる職にあつた期間が通算して２年以上になる者 
－ 24 － 
 三 法附則第８項の規定に該当する者 



































































   第２章 準ずる学校 
第10条 法附則第10項の規定による大学に準ずる学校は，次の各号に掲げるものとする。 
 一 大正７年旧文部省令第３号第２条第二号により指定した学校 
 二 その他文部科学大臣が大学と同程度以上と認めた学校 
第11条 法附則第10項の規定による高等学校に準ずる学校は，次の各号に掲げるものとする。 
 一 旧専門学校入学者検定規程（大正12年文部省令第22号）第11条の規定により指定した学校 
 二 大正７年旧文部省令第３号第１条第五号により指定した学校 
 三 その他文部科学大臣が高等学校と同程度以上と認めた学校 
－ 26 － 
７ 学校図書館法 
 
                               昭和28年８月８日 法律第185号  
                               最近改正 

















 一 図書館資料を収集し，児童又は生徒及び教員の利用に供すること。 
 二 図書館資料の分類排列を適切にし，及びその目録を整備すること。 
 三 読書会，研究会，鑑賞会，映写会，資料展示会等を行うこと。 
 四 図書館資料の利用その他学校図書館の利用に関し，児童又は生徒に対し指導を行うこと。 



















 一 学校図書館の整備及び充実並びに司書教諭の養成に関する総合的計画を樹立すること。 
 二 学校図書館の設置及び運営に関し，専門的，技術的な指導及び勧告を与えること。 
 三 前各号に掲げるものの外，学校図書館の整備及び充実のため必要と認められる措置を講ずること。 
 
















                           昭和29年８月６日 文部省令第21号    
                           最近改正 









































   附 則 
 この省令は，公布の日から施行する。 
   附 則（昭和43年３月29日文部省令第５号抄） 
１ この省令は，昭和43年４月１日から施行する。 
   附 則（平成３年６月19日文部省令第34号） 
 この省令は，平成３年７月１日から施行する。 
   附 則（平成３年11月14日文部省令第45号抄） 
１ この省令は，公布の日から施行する。 
   附 則（平成９年３月26日文部省令第７号） 
 この省令は，平成９年４月１日から施行する。 
   附 則（平成９年６月1l日文部省令第29号） 
 この省令は，公布の日から施行する。 
－ 29 － 































                               昭和31年６月30日 法律第162号  
                               最近改正 
                               平成19年６月27日 法律第98号  
 




－ 30 － 
   第４章 教育機関 




































－ 31 － 
10 図書館法施行令 
 





 一 施設費 施設の建築に要する本工事費，附帯工事費及び事務費 
 二 設備費 図書館に備え付ける図書館資料及びその利用のための器材器具の購入に要する経費 






                               昭和45年５月６日 法律第48号  
                               最近改正 
                               平成20年６月18日 法律第81号  
 
   第１章 総 則 
    第１節 通 則 




 （定 義） 
第２条 この法律において，次の各号に掲げる用語の定義は，当該各号に定めるところによる。 
 一 著作物 思想又は感情を創作的に表現したものであつて，文芸，学術，美術又は音楽の範囲に属
するものをいう。 
 二 著作者 著作権を創作する者をいう。 
 三 実演 著作物を，演劇的に演じ，舞い，演奏し，歌い，口演し，朗詠し，又はその他の方法によ
り演ずること（これらに類する行為で，著作物を演じないが芸能的な性質を有するものを含む。）を
いう。 
 四 実演家 俳優，舞踏家，演奏家，歌手その他実演を行なう者及び実演を指揮し，又は演出する者
をいう。 
 五 レコード 蓄音機用音盤，録音テープその他の物に音を固定したもの（音をもつぱら影像ととも
に再生することを目的とするものを除く。）をいう。 
 六 レコード製作者 レコードに固定されている音を最初に固定した者をいう。 
 七 商業用レコード 市販の目的をもつて製作されるレコードの複製物をいう。 
 七の二 公衆送信 公衆によつて直接受診されることを目的として無線通信又は有線電気通信の送信




 八 放送 公衆送信のうち，公衆によつて同一の内容の送信が同時に受信されることを目的として行
う無線通信の送信をいう。 
 九 放送事業者 放送を業として行なう者をいう。 
 九の二 有線放送 公衆送信のうち，公衆によつて同一の内容の送信が同時に受信されることを目的
として行う有線電気通信の送信をいう。 
 九の三 有線放送事業者 有線放送を業として行う者をいう。 
 九の四 自動公衆送信 公衆送信のうち，公衆からの求めに応じ自動的に行うもの（放送又は有線放
送に該当するものを除く。）をいう。 
 九の五 送信可能化 次のいずれかに掲げる行為により自動公衆送信し得るようにすることをいう。 











 十 映画製作者 映画の著作物の製作に発意と責任を有する者をいう。 
 十の二 プログラム 電子計算機を機能させて一の結果を得ることができるようにこれに対する指令
を組み合わせたものとして表現したものをいう。 
 十の三 データベース 論文，数値，図形その他の情報の集合物であつて，それらの情報を電子計算
機を用いて検索することができるように体系的に構成したものをいう。 
 十一 二次的著作物 著作物を翻訳し，編曲し，若しくは変形し，又は脚色し，映画化し，その他翻
案することにより創作した著作物をいう。 
 十二 共同著作物 ２人以上の者が共同して創作した著作物であつて，その各人の寄与を分離して個
別的に利用することができないものをいう。 
 十三 録音 音を物に固定し，又はその固定物を増製することをいう。 
 十四 録画 影像を連続して物に固定し，又はその固定物を増製することをいう。 
 十五 複製 印刷，写真，複写，録音，録画その他の方法により有形的に再製することをいい，次に
掲げるものについては，それぞれ次に掲げる行為を含むものとする。 
  イ 脚本その他これに類する演劇用の著作物 当該著作物の上演，放送又は有線放送を録音し，又
は録画すること。 
  ロ 建築の著作物 建築に関する図面に従つて建築物を完成すること。 
 十六 上演 演奏（歌唱を含む。以下同じ。）以外の方法により著作物を演ずることをいう。 
－ 33 － 
 十七 上映 著作物（公衆送信されるものを除く。）を映写幕その他の物に映写することをいい，これ
に伴つて映画の著作物において固定されている音を再生することを含むものとする。 
 十八 口述 朗読その他の方法により著作物を口頭で伝達すること（実演に該当するものを除く。）を
いう。 





















  イ 著作物，著作権等を有する者その他政令で定める事項を特定する情報 
  ロ 著作物等の利用を許諾する場合の利用方法及び条件に関する情報 
  ハ 他の情報と照合することによりイ又はロに掲げる事項を特定することができることとなる情報 
 二十二 国内 この法律の施行地をいう。 












































 三 前二号に掲げるもののほか，条約によりわが国が保護の義務を負う著作物 
 （保護を受けるレコード） 
第８条 レコードは，次の各号のいずれかに該当するものに限り，この法律による保護を受ける。 
 一 日本国民をレコード製作者とするレコード 
 二 レコードでこれに固定されている音が最初に国内において固定されたもの 
 三 前二号に掲げるもののほか，次のいずれかに掲げるレコード 
  イ 実演家等保護条約の締約国の国民（当該締約国の法令に基づいて設立された法人及び当該締約
国に主たる事務所を有する法人を含む。以下同じ。）をレコード製作者とするレコード 
－ 35 － 
  ロ レコードでこれに固定されている音が最初に実演家等保護条約の締約国において固定されたも
の 
 四 前三号に掲げるもののほか，次のいずれかに掲げるレコード 
  イ 実演・レコード条約の締約国の国民（当該締約国の法令に基づいて設立された法人及び当該締
約国に主たる事務所を有する法人を含む。以下同じ。）をレコード製作者とするレコード 
  ロ レコードでこれに固定されている音が最初に実演・レコード条約の締約国において固定された
もの 
 五 前各号に掲げるもののほか，次のいずれかに掲げるレコード 
  イ 世界貿易機関の加盟国の国民（当該加盟国の法令に基づいて設立された法人及び当該加盟国に
主たる事務所を有する法人を含む。以下同じ。）をレコード製作者とするレコード 





   第２章 著作者の権利 
    第１節 著作物 
 （著作物の例示） 
第10条 この法律にいう著作物を例示すると，おおむね次のとおりである。 
 一 小説，脚本，論文，講演その他の言語の著作物 
 二 音楽の著作物 
 三 舞踊又は無言劇の著作物 
 四 絵画，版画，彫刻その他の美術の著作物 
 五 建築の著作物 
 六 地図又は学術的な性質を有する図画，図表，模型その他の図形の著作物 
 七 映画の著作物 
 八 写真の著作物 





 一 プログラム言語 プログラムを表現する手段としての文字その他の記号及びその体系をいう。 
 二 規約 特定のプログラムにおける前号のプログラム言語の用法についての特別の約束をいう。 


























    第３節 権利の内容 


























 二 図書館資料の保存のため必要がある場合 
 三 他の図書館等の求めに応じ，絶版その他これに準ずる理由により一般に入手することが困難な図
書館資料の複製物を提供する場合 



























































































































































－ 41 － 
又は建築の著作物は，次に掲げる場合を除き，いずれの方法によるかを問わず，利用することができ
る。 
 一 彫刻を増製し，又はその増製物の譲渡により公衆に提供する場合 
 二 建築の著作物を建築により複製し，又はその複製物の譲渡により公衆に提供する場合 
 三 前条第２項に規定する屋外の場所に恒常的に設置するために複製する場合 

































































                               昭和45年12月10日 政令第335号  
                               最近改正 
                               平成19年８月３日 政令第233号  
 






 一 図書館法第２条第１項の図書館 



















































                               平成２年６月29日 法律第71号  
                               最近改正 
                               平成14年３月31日 法律第15号  
 


















 二 住民の学習に対する需要及び学習の成果の評価に関し，調査研究を行うこと。 
 三 地域の実情に即した学習の方法の開発を行うこと。 





















































 一 生涯学習に係る機会の総合的な提供に関する基本的な事項 
 二 前条第１項に規定する地区の設定に関する基本的な事項 
 三 総合的な提供を行うべき生涯学習に係る機会（民間事業者により提供されるものを含む。）の種類
及び内容に関する基本的な事項 
 四 生涯学習に係る機会の総合的な提供に必要な事業に関する基本的な事項 


















































































































































－ 49 － 
（参考）学校図書館法施行令 
 
                               昭和29年12月16日 政令第313号 
                          最近改正：平成12年６月７日 政令第308号  






















－ 50 － 
別 表 
第１ 高等学校 






















































































 １ 総 則 
  (1) 趣 旨 
  (2) 設 置 
  (3) 図書館サービスの計画的実施及び自己評価等 
  (4) 資料及び情報の収集，提供等 
  (5) 他の図書館及びその他関係機関との連携・協力 
  (6) 職員の資質・能力の向上等 
 ２ 市町村立図書館 
  (1) 運営の基本 
  (2) 資料の収集，提供等 
  (3) レファレンス・サービス等 
  (4) 利用者に応じた図書館サービス 
  (5) 多様な学習機会の提供 
  (6) ボランティアの参加の促進 
  (7) 広報及び情報公開 
  (8) 職 員 
  (9) 開館日時等 
 (10) 図書館協議会 
 (11) 施設・設備 
 ３ 都道府県立図書館 
  (1) 運営の基本 
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  (2) 市町村立図書館への援助 
  (3) 都道府県立図書館と市町村立図書館とのネットワーク 
  (4) 図書館間の連絡調整等 
  (5) 調査・研究開発 
  (6) 資料の収集，提供等 
  (7) 職 員 
  (8) 施設・設備 
  (9) 準 用 
 
１ 総 則 
 (1) 趣 旨 
  ① この基準は，図書館法（昭和25年法律第118号）第18条に基づく公立図書館の設置及び運営上の
望ましい基準であり，公立図書館の健全な発展に資することを目的とする。 
  ② 公立図書館の設置者は，この基準に基づき，同法第３条に掲げる事項などの図書館サービスの
実施に努めなければならない。 
 
 (2) 設 置 













 (3) 図書館サービスの計画的実施及び自己評価等 
  ① 公立図書館は，そのサービスの水準の向上を図り，当該図書館の目的及び社会的使命を達成す
るため，そのサービスについて，各々適切な「指標」を選定するとともに，これらに係る「数値
目標」を設定し，その達成に向けて計画的にこれを行うよう努めなければならない。 




 (4) 資料及び情報の収集，提供等 
  ① 資料及び情報の収集に当たっては，住民の学習活動等を適切に援助するため，住民の高度化・
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多様化する要求に十分配慮するものとする。 
  ② 資料及び情報の整理，保存及び提供に当たっては，広く住民の利用に供するため，情報処理機
能の向上を図り，有効かつ迅速なサービスを行うことができる体制を整えるよう努めるものとす
る。 
  ③ 地方公共団体の政策決定や行政事務に必要な資料及び情報を積極的に収集し，的確に提供する
よう努めるものとする。 
  ④ 都道府県立図書館と市町村立図書館は，それぞれの図書館の役割や地域の特色を踏まえつつ，
資料及び情報の収集，整理，保存及び提供について計画的に連携・協力を図るものとする。 
 
 (5) 他の図書館及びその他関係機関との連携・協力 






 (6) 職員の資質・能力の向上等 
  ① 教育委員会及び公立図書館は，館長，専門的職員，事務職員及び技術職員の資質・能力の向上
を図るため，情報化・国際化の進展等に配慮しつつ，継続的・計画的な研修事業の実施，内容の
充実など職員の各種研修機会の拡充に努めるものとする。 
  ② 都道府県教育委員会は，当該都道府県内の公立図書館の職員の資質・能力の向上を図るため，
必要な研修の機会を用意するものとし，市町村教育委員会は，当該市町村の所管に属する公立図
書館の職員をその研修に参加させるように努めるものとする。 






 (1) 運営の基本 
   市町村立図書館は，住民のために資料や情報の提供等直接的な援助を行う機関として，住民の需
要を把握するよう努めるとともに，それに応じ地域の実情に即した運営に努めるものとする。 
 
 (2) 資料の収集，提供等 




  ② 多様な種類・内容の視聴覚資料の収集に努めるものとする。 
  ③ 電子資料の作成，収集及び提供並びに外部情報の入手に関するサービス等に努めるものとする。 
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  ④ 本館，分館，移動図書館等の資料の書誌データの統一的な整備や，インターネットなどを活用
した正確かつ迅速な検索システムの整備に努めるものとする。また，貸出の充実を図り，予約制
度などにより住民の多様な資料要求に的確に応じるよう努めるものとする。 
  ⑤ 資料の提供等に当たっては，複写機やコンピュータ等の情報・通信機器等の利用の拡大に伴い，
職員や利用者による著作権等の侵害が発生しないよう，十分な注意を払うものとする。 
 
 (3) レファレンス・サービス等 





 (4) 利用者に応じた図書館サービス 
  ① 成人に対するサービスの充実に資するため，科学技術の進展や産業構造・労働市場の変化等に
的確に対応し，就職，転職，職業能力開発，日常の仕事等のための資料及び情報の収集・提供に
努めるものとする。 













  ⑤ 地域に在留する外国人等に対するサービスの充実に資するため，外国語資料の収集・提供，利
用案内やレファレンス・サービス等に努めるものとする。 
 
 (5) 多様な学習機会の提供 




  ② 住民の情報活用能力の向上を支援するため，講座等学習機会の提供に努めるものとする。 
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 (6) ボランティアの参加の促進 







 (7) 広報及び情報公開 




 (8) 職 員 
  ① 館長は，図書館の管理運営に必要な知識・経験を有し，図書館の役割及び任務を自覚して，図
書館機能を十分発揮させられるよう不断に努めるものとする。 
  ② 館長となる者は，司書となる資格を有する者が望ましい。 
  ③ 専門的職員は，資料の収集，整理，保存，提供及び情報サービスその他の専門的業務に従事し，
図書館サービスの充実・向上を図るとともに，資料等の提供及び紹介等の住民の高度で多様な要
求に適切に応えるよう努めるものとする。 
  ④ 図書館には，専門的なサービスを実施するに足る必要な数の専門的職員を確保するものとする。 
  ⑤ 専門的職員のほか，必要な数の事務職員又は技術職員を置くものとする。 
  ⑥ 専門的分野に係る図書館サービスの向上を図るため，適宜，外部の専門的知識・技術を有する
者の協力を得るよう努めるものとする。 
 
 (9) 開館日時等 





  ① 図書館協議会を設置し，地域の状況を踏まえ，利用者の声を十分に反映した図書館の運営がな
されるよう努めるものとする。 
  ② 図書館協議会の委員には，地域の実情に応じ，多様な人材の参画を得るよう努めるものとする。 
 
(11) 施設・設備 
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３ 都道府県立図書館 
 (1) 運営の基本 
  ① 都道府県立図書館は，住民の需要を広域的かつ総合的に把握して資料及び情報を収集，整理，
保存及び提供する立場から，市町村立図書館に対する援助に努めるとともに，都道府県内の図書
館間の連絡調整等の推進に努めるものとする。 
  ② 都道府県立図書館は，図書館を設置していない市町村の求めに応じて，図書館の設置に関し必
要な援助を行うよう努めるものとする。 
  ③ 都道府県立図書館は，住民の直接的利用に対応する体制も整備するものとする。 
  ④ 都道府県立図書館は，図書館以外の社会教育施設や学校等とも連携しながら，広域的な観点に
立って住民の学習活動を支援する機能の充実に努めるものとする。 
 
 (2) 市町村立図書館への援助 
   市町村立図書館の求めに応じて，次の援助に努めるものとする。 
  ア 資料の紹介，提供を行うこと。 
  イ 情報サービスに関する援助を行うこと。 
  ウ 図書館の資料を保存すること。 
  エ 図書館運営の相談に応じること。 
  オ 図書館の職員の研修に関し援助を行うこと。 
 
 (3) 都道府県立図書館と市町村立図書館とのネットワーク 




 (4) 図書館間の連絡調整等 
  ① 都道府県内の図書館の相互協力の促進や振興等に資するため，都道府県内の図書館で構成する
団体等を活用して，図書館間の連絡調整の推進に努めるものとする。 
  ② 都道府県内の図書館サービスの充実のため，学校図書館，大学図書館，専門図書館，他の都道
府県立図書館，国立国会図書館等との連携・協力に努めるものとする。 
 
 (5) 調査・研究開発 





 (6) 資料の収集，提供等 
   都道府県立図書館は，３の(9)により準用する２の(2)に定める資料の収集，提供等のほか，次に
掲げる事項の実施に努めるものとする。 
  ア 市町村立図書館等の要求に十分応えられる資料の整備 
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  イ 高度化・多様化する図書館サービスに資するための，郷土資料その他の特定分野に関する資料
の目録，索引等の作成，編集及び配布 
 
 (7) 職 員 
   都道府県立図書館は，３の(9)により準用する２の(8)に定める職員のほか，３の(2)から(6)まで
に掲げる機能に必要な職員を確保するよう努めるものとする。 
 
 (8) 施設・設備 
   都道府県立図書館は，３の(9)により準用する２の(11)に定める施設・設備のほか，次に掲げる機
能に必要な施設・設備を備えるものとする。 
  ア 研 修 
  イ 調査・研究開発 
  ウ 市町村立図書館の求めに応じた資料保存等 
 
 (9) 準 用 




                             平成13年７月18日 13文科生第302号  
                             各都道府県教育委員会教育長あて 



































                             平成４年５月21日 
                             生涯学習審議会社会教育分科審議会  






























第１章 総 則 
 























































































７ 職 員 
 (1) 館長は，図書館の管理運営に必要な知識・経験を有し，図書館の役割及び任務を自覚して，不断
に図書館機能を十分発揮できるよう努めるものとする。 






















 (2) 図書館には，次に掲げる機能を達成するために必要な施設及び設備を備えるものとする。 
  ① 資料の閲覧（視聴覚資料の利用を含む。）及び貸出 
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  ② 資料及び情報の提供又は紹介についての相談 
  ③ 資料の保存 
  ④ 資料の整理，作成及び複写 
  ⑤ 情報の収集，処理，蓄積及び提供 
  ⑥ 集会，展示その他の学習機会の提供 
  ⑦ 利用者の休憩・安全 
  ⑧ 児童・青少年の利用 
  ⑨ 障害者の利用 
  ⑩ 図書館の利用を容易にする案内 
  ⑪ 移動図書館等の図書館サービス 
















   人口１万人未満の場合  15,000冊 
   人口１万人以上３万人未満の場合 
    15,000冊に１万人を越える人口１人につき1.5の割合で累加した冊数 
   人口３万人以上10万人未満の場合 
    45,000冊に３万人を越える人口１人につき1.0の割合で累加した冊数 
   人口10万人以上60万人未満の場合 
    115,000冊に10万人を越える人口１人につき0.7の割合で累加した冊数 
   人口60万人以上の場合 
    465,000冊に60万人を越える人口１人につき0.5の割合で累加した冊数 
 (5) 市町村立図書館は，毎年，開架冊数の５分の１以上の冊数を収集するよう努めるものとする。 







 (2) 都道府県立図書館は，住民の直接的利用に対応する体制も整備するものとする。 
 
２ 市町村立図書館への援助 
  市町村立図書館の求めに応じて，市町村立図書館に対し次の援助に努めるものとする。 
  一 資料の紹介，提供又は斡旋を行うこと。 
  二 情報サービスに関し援助すること。 
  三 当該図書館の資料を保存すること。 
  四 図書館運営の相談に応じること。 






















 (1) 研修の機能 
 (2) 調査研究の機能 
 (3) 市町村立図書館の求めに応じた資料保存等のための保存センター的機能 




  ① 国及び地方公共団体の機関の発行する刊行物 
  ② 科学技術に関する最新の資料 
  ③ 障害者に対するサービスのための資料 
  ④ 国際化に対応するサービスのための資料 
  ⑤ 地誌その他当該都道府県内の地域に関連の深い資料 
  ⑥ 専門雑誌及び外国雑誌 
  ⑦ 新聞の全国紙及び地方紙 











９ 準 用 





                         平成４年６月17日 文生学第182号 
                         各都道府県・指定都市教育委員会教育長あて  

























                              ［平成13年12月12日 法律第154号］ 
 


























































   附 則 
 この法律は，公布の日から施行する。 
 

















































  第一次基本計画期間において，以下のような取組が進んだ。 
 ① 平成18年度末までに，全都道府県において法律第９条第１項に基づく「都道府県子ども読書活動
推進計画」（以下，「都道府県推進計画」という。）が定められた。 























































 (1) 教育基本法・学校教育法の改正 












 (2) 文字・活字文化振興法の成立 
   文字・活字文化は，「人類が長い歴史の中で蓄積してきた知識及び知恵の継承及び向上，豊かな人
間性の涵養並びに健全な民主主義の発達に欠くことのできないもの」である（文字・活字文化振興







 (3) 図書館法の改正に向けた動き 







 (4) 情報化社会の進展 





 (5) 地方分権の進展 






























































 (1) 国における子どもの読書活動推進体制の整備 





 (2) 地域における子どもの読書活動推進体制の整備 








   あわせて，都道府県及び市町村は，本計画及び都道府県・市町村推進計画を推進するに当たり，
学校，図書館その他の関係機関及び民間団体との連携・協力を図るとともに，関係者が相互に情報
交換等を行うための総合的な推進体制が整備されるよう支援していく。 





 (3) 民間団体間の連携・協力の促進に対する支援 
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第５章 子どもの読書活動の推進のための方策 
 













 (1) 家庭における理解の促進 







 (2) 家庭に向けた情報提供 
   ホームページなどにより保護者に対して家庭教育についての情報提供を行い，家庭における読み
聞かせや，子どもが読書の時間を持つよう家庭で習慣付けることの重要性について，理解の促進を
図る。 
   また，図書館で行われる読み聞かせ会など，家庭における読書活動に資する取組に関する情報を
広く周知・広報することも重要である。 
 
  地域における子どもの読書活動の推進                   
 











  このように，図書館は，地域における読書活動を推進する上で重要な役割を果たしている。 
 
２ 公立図書館における子どもの読書活動の推進のための取組 
 (1) 「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」の実践 
   公立図書館においては，「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」（平成13年文部科学省告
示第132号）等を踏まえ， 
  ○ 子どもに対するサービスの充実に資するため，必要なスペースを確保するとともに，児童・青
少年用図書の収集・提供，情報通信機器の整備等，子どもの読書活動を推進するための体制の整
備に努めること 
  ○ 子どもを対象として，本に関する案内や助言を行ったり，本をめぐる意見交換の場の提供，オ
ーサー・ビジット等の講座に取り組む等，多様な学習機会を提供すること 
  ○ 地域に在留する外国人の子ども等に対するサービスの充実に資するため，外国語資料の収集・
提供，利用案内やレファレンス・サービス等に努めること 





  の取組が一層推進されるよう促していく。 
 
 (2) 地域の読書活動を支えるキーステーションとしての取組 
  ① 読書活動に関する情報提供 






  ② 公立図書館や関係機関等の間の連携・協力 
    子どもの読書環境を整備する上で，都道府県立図書館，市町村立図書館，学校図書館その他の
関係機関との間のネットワークを構築し，図書の貸借をはじめとする連携・協力や情報交換など
を行うことは重要である。 
    また，公立図書館を中心に，地域の読書活動推進団体，グループ，青少年団体等の関係団体，
保健所・保健センター，保育所等の関係機関と連携し，地域における子どもの読書活動を推進す
る取組の充実に努めることも重要である。具体的には， 
   ○ 公民館の図書室や保育所，児童館等に対して図書の団体貸出しやお話し会などを実施する 
   ○ 保健所・保健センターで実施される健診の際に，司書が絵本の選び方や読み聞かせの方法に
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ついて保護者に指導する 
   ○ 司書，保健所・保健センターの保健師，地域のボランティア等が連携・協力して，乳幼児へ
の読み聞かせの方法等を説明しながら保護者に絵本等を手渡す「ブックスタート」運動を実施
する など 
   様々な機関との連携・協力が望まれる。このため，国は，これらの取組の積極的な推進を促す。 
  ③ 学校図書館との連携・協力 
    公立図書館は，学校図書館と連携・協力することも重要である。このため，公立図書館の図書
の学校図書館への団体貸出しを促すとともに，図書館職員が学校を訪問した際や児童生徒が図書
館を訪問した際に，図書館職員による読み聞かせを行うなどの取組を促していく。 




 (1) 公立図書館の整備 
   平成17年現在，公立図書館を設置する市（区）町村の割合は，市（区）で97.9％，町で53.9％，
村で22.0％となっている。 





   公立図書館が未設置の市町村は，今後，その解消に向けて，図書館の設置について積極的に取り
組むことが望まれる。新たな図書館の設置が困難な場合でも，都道府県立図書館や近隣市町村との
連携等による読書環境の整備が望まれる。 




   他方，都道府県は，未設置市町村に対して計画的に行う助言等を通じて，公立図書館が果たす役
割の重要性について理解を促すとともに，図書館設置の気運を醸成し，その整備を促していく。 
 
 (2) 公立図書館の資料，施設，設備等の整備・充実 
   地域における子どもの読書活動を推進する上で，公立図書館が積極的な役割を果たすためには，
児童・青少年用の図書館資料の充実に努めるとともに，利用者に応じた必要な施設・設備を確保す
ることが重要である。 
  ① 図書館資料の整備 
    子どもの読書活動を推進していくためには，公立図書館に，住民や地域の要望を踏まえ，豊富
で多様な図書館資料を整備していくことが必要である。 
    公立図書館の図書館資料の整備については，地方交付税により措置されており，各地方公共団
体は，公立図書館の図書館資料の計画的な整備を図るよう引き続き努める。 
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  ② 移動図書館の整備 




  ③ 図書館の情報化 





    情報化の急速な進展に対応するため，各地方公共団体は，来館者用コンピューターの設置率及
びオンライン閲覧目録（ＯＰＡＣ）の導入率について，本計画期間中に100％を目指し，公立図書
館の情報化に努める。 
  ④ 児童室等の整備 
    平成17年現在，児童室を置く公立図書館の割合は，63.0％である。国は，「公立図書館の設置及
び運営上の望ましい基準」に基づき，各図書館で児童室や児童コーナーなど，読み聞かせや子ど
もが読書を行うために必要なスペースを確保するよう，引き続き促していく。 
  ⑤ 障害のある子どものための諸条件の整備・充実 










 (3) 公立図書館の司書の養成・研修 
  ① 司書の養成と適切な配置 
    司書は，児童図書をはじめとする図書館資料の選択・収集・提供，利用者に対する読書相談，
子どもの読書活動に対する指導，ボランティア等との連携促進など，子どもの読書活動を推進す
る上で極めて重要な役割を担っている。 
    公立図書館の職員の配置については，地方交付税により措置されており，各地方公共団体は，
司書の重要性についての認識を深め，適切な養成や配置に努める。 
  ② 司書の研修の充実 
    公立図書館の司書は，児童図書や児童文学に関する広範な知識，子どもの発達段階に応じた図
書の選択に関する知識及び子どもの読書指導に関する知識・技術を有した上で，子どもや保護者
に本の案内や助言を行うとともに，積極的に利用者の相談に応じることが望まれる。さらに，幼
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稚園や学校に赴いて，児童生徒や教職員に読み聞かせや本の案内，図書館の利用についてのガイ
ダンスを行うなど，学校等との連携を行うことが求められる。 
    このため，司書がこれらの役割を果たしていくために必要な専門的知識・技術を習得すること
ができるよう，研修の充実を図っていく。 
 























  学校等における子どもの読書活動の推進                   
 






























 (1) 児童生徒の読書習慣の確立・読書指導の充実 













   海外の日本人学校においても，児童生徒が豊かな読書活動を体験できるよう，図書の整備や読書
活動の実践事例の紹介など児童生徒の自主的な読書活動に資する取組を推進していく。 
 
 (2) 障害のある子どもの読書活動の推進 
   障害のある子どもが豊かな読書活動を体験できるよう，障害の状態に応じた選書や環境の工夫，
視聴覚機器の活用，ボランティアによる読書支援等の優れた実践事例の紹介等により，特別支援学





 (3) 家庭・地域との連携による読書活動の推進 
   子どもの読書活動を支援していく上で，学校が家庭・地域と連携して地域ぐるみで子どもの読書
活動を推進することが重要である。平成18年５月現在，小学校の69.6％，中学校の16.3％で，保護
者や地域住民によりボランティア活動が行われている。 















 (1) 学校図書館の資料，施設，設備等の整備・充実 
  ① 学校図書館資料の整備・充実 










    また，私立学校についても，学校図書館資料の整備が促進されるよう支援を図っていく。 
  ② 学校図書館施設・設備の整備・充実 
    学校図書館施設については，読書スペースの整備が進められるよう，新増築を行う際や余裕教
室等を学校図書館に改修する際に国庫補助を行っている。 
    各学校における多様な読書活動の推進が図られるよう，学校図書館の施設や環境についてのモ
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デル的な事例を紹介するとともに，各学級における読書活動を視野に入れた環境整備を促してい
く。 
  ③ 学校図書館の情報化 
















    これらの学校図書館の情報化を推進し，他校の学校図書館や地域の図書館等との連携を通じて，
学校図書館資料の共同利用や学校を越えた相互利用の促進・普及を図る。 
 
 (2) 学校図書館の活用を推進していくための人的配置の推進 
   学校図書館の運営に当たっては，校長のリーダーシップの下，司書教諭が中心となり，教員，事
務職員やボランティアが連携・協力して運営し，それぞれの立場から，学校図書館の機能の充実を
図っていくことが重要である。 
  ① 司書教諭の配置 
    司書教諭は，学校図書館資料の選択・収集・提供や子どもの読書活動に対する指導等を行うな
ど，学校図書館の運営・活用について中心的な役割を担うことから，その配置の促進を図ること
が必要である。 
    学校図書館法第５条及び附則第２項の規定により，平成15年度以降，12学級以上の学校（小学
校，中学校，高等学校，中等教育学校，特別支援学校）に，司書教諭を必ず配置しなければなら
ないこととされている。 
    司書教諭が発令されていない学校における有資格者の発令が促進されるよう，司書教諭の講習
を引き続き進めていく。 
    また，司書教諭が学校図書館の運営に十分な役割を果たすことができるよう，教職員の協力体
制の確立や校務分掌上の配慮などの工夫を促すとともに，司書教諭の職務内容についての指導資
料を活用し，司書教諭の役割等について理解を図る。 
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  ② 学校図書館担当事務職員の配置 

























  普及啓発活動                   
 
１ 啓発広報の推進 
 (1) 「子ども読書の日」を中心とした全国的な啓発広報の推進 
   「子ども読書の日」（４月23日）は，「国民の間に広く子どもの読書活動についての関心と理解を
深めるとともに，子どもが積極的に読書活動を行う意欲を高めるため」（法律第10条）に設けられた
ものである。 




   また，国は，地方公共団体，学校，図書館，子どもの読書活動の推進に取り組む民間団体等と連
携を図りながら，ポスター等の作成・配布等を通じて全国的な啓発広報を推進していく。 
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 (2) 各種情報の収集・提供 













 (1) 優れた取組に対する表彰等 




 (2) 優良な図書の普及 
   児童福祉法第８条第７項の規定により，社会保障審議会では，福祉文化分科会を設け，児童の福
祉に資する出版物を児童福祉文化財として推薦を行っている。 






                          平成20年３月11日 19文科ス第596号 
                          各国公私立大学長他あて 
                          文部科学省スポーツ・青少年局長・ 














































 (1) ボランティア活動への参加の促進 
   公立図書館においては，ボランティア養成のための研修を実施するとともに，登録しているボラ
ンティアの希望者に読み聞かせ等の活動の場等に関する情報を提供するなどして，ボランティア活
動への参加の促進に努めていただくようお願いします。 
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 (2) 図書館の情報化を通じた情報発信の取組とサービスの充実 





 (3) 公立図書館未設置市町村の解消に向けた取組 





 (1) 学校図書館資料の整備・充実 




 (2) 学校における校内ＬＡＮや超高速インターネット接続の推進 





 (3) 司書教諭未発令校における発令の促進 
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19 文字・活字文化振興法 
 
                              ［平成17年７月29日 法律第91号］ 
 






































































   附 則 
 この法律は，公布の日から施行する。  
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20 国民読書年に関する決議 
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１ 社会教育法及び図書館法に関する照会について 
 
                               昭和25年12月27日 委社第819号  
                               福島県教育委員会あて 





   もし，前者とすれば，公民館は組合立では設置することができないと解されねばならないと思う
がどうか（法第21条第２項参照） 























   また市町村の組合の設置する図書館については答１と同様の解釈がとられるのでその設置報告の
義務については図書館法第11条の規定が適用されるものであること。 
 ３ 図書館法附則第５項にいう職員には雇傭人を含むものであること。 
   地方自治法及び教育委員会法にいう職員には従来の解釈に従つて雇傭人を含まないものとされて
いるが，図書館職員は，現在非常に僅少で今後の新しい図書館を運営するためには，相当多数の職
員を必要とする関係から従来の職員の解釈では十分でないので暫定有資格者となる職員の範囲を便
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宜上ひろげたものである。 
   なお，地方公務員法が成立したので国家公務員法に準じて吏員，雇傭人の別なく公務員とされる
こととなると思われるから従来の職員の解釈は是正されることとなろう。 
 ４ 図書館法附則第11項に規定する官吏以外の職員については別段辞令は必要としないこと。 







                              昭和26年１月11日 文社施第562号  
                              国，公，私立大学長あて 










 (1) 科目は，図書館法施行規則第４条の科目名を記載すること。 
 (2) 単位は，前記科目について単位数を記載すること。 
 (3) 相当科目名は，大学において開講した前記科目に相当する科目名を記載すること。 
 (4) 担当教授名は，前記相当科目を担当教授した教授又は講師氏名を記載すること。 
 (5) 講義は，教授時間と，講義期間を記載すること。 
   なお，講義期間は，昭和  年  月  日から昭和  年  月  日までと記載すること。 
 (6) 受講者氏名は，前記講義を受講した学生の氏名を記載のこと。 
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３ 社会教育法等の一部を改正する法律等の施行について（抄） 
 
                        昭和34年４月30日 文社社第283号 
                        各都道府県教育委員会あて 文部事務次官通達  
 
４ その他の事項 
 (1) 社会教育委員 
   市町村の社会教育委員には，諮問的機能のほか，教育委員会の委嘱により青少年教育に関する特
定の事項について，社会教育関係団体，社会教育指導者その他関係者に対し助言と指導を行わせる
ことができることとされた。 





 (2) 委員の報酬 










                      昭和34年４月30日 文社社第283号 








  なお，社会教育委員の報酬支給に伴う財源措置は，地方交付税において措置することにしている。 
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５ 司書講習の修了証書の交付について 
 
                 昭和36年４月11日 文社施第141号 
                 国公私立大学事務局長（短期大学を含む），都道府県教育長あて  

























                       昭和28年８月21日 文社施第366号 
                       各国公私立大学事務局長，各都道府県教育長あて  
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記 
 






  昭和28年９月30日 
 
３ 提出先 








                               昭和40年９月６日 委社第59号  
                               東京都教育委員会教育長あて 







  お見込みのとおり。 
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７ 司書講習の受講資格について 
 
                               昭和40年12月15日 国社第65号  
                               防衛庁教育局長あて 










                            昭和42年１月24日 文社社第47号  
                            各関係大学長（短期大学を含む）あて  
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９ 許可，認可等の整理に関する法律の施行について 
 
                              昭和42年８月14日 文社社第255号  
                              各都道府県教育委員会教育長あて  
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10 図書館法施行規則の一部改正について 
 
                              昭和43年４月20日 文社社第85号  
                              各国公私立大学長あて 



















  （次の表）略 
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11 図書館が重度身体障害者に貸し出す図書の郵送について 
 
                              昭和51年１月23日 国社第７号 
                              各都道府県教育委員会教育長あて  










                       昭和51年１月20日 郵郵業第10号 
                       郵政局長，沖縄郵政管理事務所長，郵便局長あて  











 (1) 発受届の提出 
  ア 身体障害者用書籍小包郵便物を発受しようとする図書館は，あらかじめその所在地の郵便物配
達受持郵便局に，付録様式第６の６による届出を提出しなければならないこと。（則第39条の３） 
    この場合において，発受届には，郵便による図書の閲覧業務に関する資料を添付しなければな
らないこととされているが，その資料としては，郵便による図書の閲覧業務を行う旨の根拠法令
（条例，規則，定款等），貸出手続，閲覧者名簿（整備された後でもよい。）等を提出させること。 
  イ 郵便局が発受届を受理したときは，その旨を地方郵政局を経由して本省郵務局業務課へ報告す
ること。 
 
 (2) 差出し方 
   身体障害者用書籍小包郵便物は，発受届をした郵便局に差し出さなければならないこと。（則第39
条の４）
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 (3) 身体障害者用書籍小包郵便物の包装方等 
   身体障害者用書籍小包郵便物は，書籍小包の例によつて開封とし，その表面のみやすい所に次の
区分に従つて記載等して差し出さなければならないこととされたこと。（則第39条の５） 
  ア 図書館から差し出されるもの 
    図書館用書籍小包の文字を記載すること。 
  イ 図書館にあてて差し出されるもの 















 １ 書籍小包郵便物 書籍小包の文字 
 ２ 身体障害者用書籍小包郵便物 
  イ 図書館から差し出されるもの 図書館用書籍小包の文字並びに図書館の名称及び所在地 








                 平成８年９月６日 文生学第180号 






























































 (1) 趣旨書 
 (2) 開設学部・学科と開設時期，受講者数の予測 
 (3) 開講科目一覧 
 (4) 科目の概要 
 (5) 担当教員の履歴書，教育研究業績書，就任承諾書，所属長の承諾書（就任承諾書，所属長の承諾
書については，申請時に当該大学に在職していない教員についてのみ提出すること） 
 (6) 施設と設備 
 (7) 学則の新旧対照表（認定に関する部分） 
 (8) 新学則 







 (1) 大学における新規則による相当科目への移行に関する経過措置 
  ① 引き続き司書講習の相当科目の開設を希望する大学は，原則として平成９年３月31日までに，
開設を予定している全科目の単位について新規則による相当科目の単位の認定を受け，平成９年
４月１日をもって移行すること。 
  ② ①によることができない大学は，平成10年３月31日までに，開設を予定している全科目の単位
について新規則による相当科目の単位の認定を受け，平成10年４月１日をもって移行すること。 
  ③ 平成10年４月１日までに新規則による相当科目へ移行することのできない大学は，平成12年３
月31日までは旧規則による相当科目を開設することができること。 




 (2) 旧規則による相当科目の単位を修得することにより資格を取得する者に関する経過措置 
  ① 旧規則による相当科目の一部の単位を修得した者については，平成12年３月31日までの間にお
いては，別添５により，旧規則による相当科目の単位を，新規則による相当科目の単位とみなす
こと。 
    なお，同日までに資格を取得するのに必要なすべての科目の単位を修得しない場合においては，
旧規則による相当科目の単位は平成12年４月１日をもって無効となること。 


















































































































































































































































選択科目 小計２単位  






























































新規則による科目 単位数 旧規則による科目 単位数
生涯学習概論 １ 社会教育 １ 
図書館概論 ２ 図書館通論 ２ 
図書館サービス論 ２ 図書館活動 ２ 
情報サービス概説 ２ 参考業務 ２ 
レファレンスサービス演習 １ 参考業務演習 １ 
情報検索演習 １ 情報管理 １ 











児童サービス論 １ 青少年の読書と資料 １ 
図書及び図書館史 １ 図書及び図書館史 １ 
資料特論 １ 資料整理法特論 １ 
コミュニケーション論 １ マスコミュニケーション １ 

































新規則による科目 単位数 旧規則による科目 単位数
生涯学習概論 １ 社会教育 １ 
図書館サービスの基礎 ２ 閲覧と貸出 ２ 





























新規則による科目 単位数 旧規則による科目 単位数
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期    間 職  名 職   務   内   容 
自   年   月 
至   年   月 
(   年   か月) 
  
自   年   月 
至   年   月 




   平成   年   月   日 
 
 











                             平成20年６月11日 20文科生第167号  
                             各都道府県教育委員会等あて 






















 １ 社会教育法の一部改正関係 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備等（第３条及び第５条関係） 
   ① 国及び地方公共団体が社会教育に関する任務を行うに当たって，国民の学習に対する多様な
需要を踏まえ，これに適切に対応するために必要な学習の機会の提供及びその奨励を行うこと
により，生涯学習の振興に寄与するものとなるよう努めるものとすること。 
   ② 国及び地方公共団体が社会教育に関する任務を行うに当たっての配慮事項として，社会教育
が学校，家庭及び地域住民その他の関係者相互間の連携及び協力の促進に資することとなるよ
う努めることを加えること。 
   ③ 教育委員会の事務に，次の事務を規定すること。 
   （ⅰ）家庭教育に関する情報の提供に関する事務 
   （ⅱ）情報の収集及び利用を円滑かつ適正に行うために必要な知識又は技能に関する学習の機会
を提供するための講座の開設等の事務 
   （ⅲ）主として学齢児童及び学齢生徒に対する，学校の授業の終了後等に学校等を利用して行う
学習等の機会を提供する事業の実施等の事務 
－112－ 
   （ⅳ）社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用して学校，社会教育施設
その他地域において行う教育活動等の機会を提供する事業の実施等の事務 
   （ⅴ）社会教育に関する情報の収集，整理及び提供に関する事務 
  イ 公民館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供（第32条及び第32条の２関
係） 
    公民館はその運営状況の評価及び改善並びにその運営に関する地域住民等関係者への情報提供
に努めるべきこととすること。 
  ウ 社会教育関係団体に対する補助金の交付に係る諮問の例外（第13条関係） 




  エ 社会教育主事となる資格を得るために必要な実務経験の範囲の拡大（第９条の４関係） 
    社会教育主事となる資格を得るために必要な３年以上の実務経験の対象として，司書，学芸員
等，学校や社会教育施設における一定の職を加えること。 
  オ その他（第９条の３関係） 
   ① 社会教育主事は，学校が社会教育関係団体等の関係者の協力を得て教育活動を行う場合には，
その求めに応じて助言を行うことができることとすること。 
 
 ２ 図書館法の一部改正関係 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備（第３条及び第15条関係） 
   ① 図書館が行う事項として，社会教育における学習の機会を利用して行った学習の成果を活用
して行う教育活動等の活動の機会を提供・奨励する事項を加えること。 
   ② 図書館の事項の実施における配慮事項として家庭教育の向上に資することを加えるとともに，
図書館協議会の委員を任命できる範囲に家庭教育の向上に資する活動を行う者を加えること。 
  イ 図書館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供等（第７条の２から第７条
の４まで関係） 
   ① 文部科学大臣は，図書館の設置及び運営上望ましい基準を定め，これを公表することとする
こと。 
   ② 図書館について，１のイと同様の改正を行うこと。 
  ウ 司書等の資格取得要件の見直し及び資質の向上等（第５条及び第７条関係） 
   ① 司書となる資格を得るために大学において履修すべき図書館に関する科目を，文部科学省令
で定めることとすること。 
   ② 司書となる資格を得るために必要な実務経験について，１のエと同様の改正を行うこと。 
   ③ 司書補の学歴要件を，大学に入学することのできる者とすること。 
   ④ 文部科学大臣及び都道府県教育委員会は，司書及び司書補に対し，その資質の向上のために
必要な研修を行うよう努めることとすること。 
  エ その他（第３条関係） 
   ① 図書館が収集し一般の公衆の利用に供する「図書館資料」について，「電磁的記録」を含むこ
とを明示すること。 
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 ３ 博物館法の一部改正関係（第３条及び第21条関係） 
  ア 教育基本法の改正を踏まえた規定の整備 
   ① 博物館が行う事業として，２のアの①と同様の改正を行うこと。 
   ② 博物館協議会の委員を任命できる範囲に家庭教育の向上に資する活動を行う者を加えること。 
  イ 博物館の運営状況に関する評価及び改善並びに関係者への情報提供（第９条及び第９条の２関
係） 
    博物館について，１のイと同様の改正を行うこと。 
  ウ 学芸員等に関する資格取得要件の見直し及び資質の向上（第５条及び第７条関係） 
   ① 学芸員となる資格を得るために必要な実務経験について，１のエと同様の改正を行うこと。 
   ② 学芸員及び学芸員補の研修について，２のウの④と同様の改正を行うこと。 
  エ その他（第２条関係） 
   ① 博物館が収集・展示等を行う「博物館資料」について，２のエの①と同様の改正を行うこと。 
 
 ４ 施行期日等 
  ア この法律は，公布の日から施行すること。ただし，２のウの①に定める事項については，平成
22年４月１日から施行すること。（附則関係） 




 １ 社会教育主事講習等規程の一部改正関係 




 ２ 図書館法施行規則の一部改正関係 
  ア 司書の資格要件に関して，実務経験が必要とされる場合に，当該実務経験として評価されるも
のに官公署，学校又は社会教育施設において社会教育主事や学芸員その他の一定の職を加えるこ
とに伴い，司書講習の受講資格の必要な実務経験において所要の改正を行うこと。（第２条関係） 
  イ 司書補の学歴要件を，大学に入学することのできる者とすることに伴い所要の改正を行うこと。
（第３条及び第11条関係) 
 
 ３ 博物館法施行規則の一部改正関係 





 ４ 施行期日等 
  ア この省令は，公布の日から施行すること。（附則関係） 
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  ア 社会教育法第９条の４第１号ロに規定する社会教育主事補の職と同等以上の職として以下の職
を追加又は削除すること。（一関係） 
   ① 内閣府及び文部科学省において青少年の健全な育成に関する事項の企画及び立案又は総合調
整に関する事務に従事する者の職を削除すること。 
   ② 大学等において社会教育に係る学習又は文化活動その他の生涯学習に資する諸活動の機会の
提供に関する事務に従事する者の職を追加すること。 
   ③ 社会教育施設において社会教育に係る学習又は文化活動その他の生涯学習に資する諸活動の
機会の提供に関する事務に従事する者の職を追加すること。 
  イ 社会教育法第９条の４第１号ハに規定する社会教育に関係のある事業における業務であって，
社会教育主事として必要な知識又は技能の習得に資するものとして以下の業務を追加すること。
（二関係） 
   ① アの②と同様の改正を行うこと。 
   ② アの③と同様の改正を行うこと。 
  ウ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 ２ 司書補の職と同等以上の職の指定関係（平成20年告示第90号） 
  ア 図書館法第５条第１項第３号ハに規定する司書補の職と同等以上の職として以下の職を指定す
ること 








   ② 地方公共団体の教育委員会において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員
の職 
   ③ 学校において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員の職 
   ④ 社会教育施設において図書館奉仕相当事項に関する専門的職務に従事する職員の職 
   ⑤ 社会教育主事の職 
   ⑥ 学芸員の職 
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  イ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ３ 学芸員補の職に相当する職等の指定の一部改正関係（平成20年告示第91号） 
  ア 博物館法第５条第２項に規定する学芸員補の職と同等以上の職として以下の職を追加すること。 
   ① 文部科学省（文化庁及び国立教育政策研究所を含む。），大学共同利用機関法人，独立行政法
人国立科学博物館及び独立行政法人国立美術館において博物館資料に相当する資料の収集，保
管，展示及び調査研究に関する職務に従事する職員の職 
   ② 社会教育施設において博物館資料に相当する資料の収集，保管，展示及び調査研究に関する
職務に従事する職員の職 
  イ 施行期日等 
   ① この告示は，公布の日から実施すること。（附則関係） 
   ② その他所要の改正を行うこと。 
 
 ４ 公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準の一部改正関係（平成20年告示第92号） 






















































                             平成20年７月25日 20文科生第423号  
                             各都道府県教育委員会教育長あて 






















                  平成20年４月10日  財計第1087号 
                  補助金等適正化中央連絡会評議員文部科学省大臣官房長あて  































































               平成20年６月16日 20文科会第189号 
               文教施設企画部長，生涯学習政策局長，初等中等教育局長 
               高等教育局長，科学技術・学術政策局長，研究振興局長 
               研究開発局長，スポーツ青少年局長，国際統括官，文化庁長官あて 
































   転用：補助対象財産の所有者の変更を伴わない目的外使用。 
   譲渡：補助対象財産の所有者の変更。 
   交換：補助対象財産と他人の所有する他の財産との交換。なお，設備の故障時の業者による引取
りは，交換ではなく廃棄に当たる。 
   貸付：補助対象財産の所有者は変更を伴わない使用者の変更。 
   取壊し：補助対象財産の使用を止め，取り壊すこと。 
   廃棄：補助対象財産の使用を止め，廃棄処分をすること。 
   担保に供する処分：補助対象財産に抵当権を設定すること。 
 （注２）一時使用の場合 
    補助対象財産の業務時間外の時間帯や休日を利用し，本来の事業に支障を及ぼさない範囲で一
時的に他用途に使用する場合は，財産処分に該当せず，手続は不要である。 
 （注３）承認後の変冥 
    承認を得た後，当該承認に係る処分内容と異なる処分を行う場合又は当該財産処分の承認に付
された条件を満たすことができなくなった場合には，改めて手続が必要である。 
 （注４）処分制限期間が10年未満である補助対象財産への適用 














  ① 経過年数（補助目的のために事業を実施した年数をいう。以下同じ。）が10年以上である補助対
象財産について行う財産処分 








 (1) 国庫納付に関する条件を付さずに承認する場合 





 (2) 国庫納付に関する条件を付して承認する場合 




 (1) 国庫納付に関する条件を付さずに承認する場合 
   地方公共団体以外の者が行う次の財産処分については，国庫納付に関する条件を付さずに承認す
るものとする。ただし，財産処分承認申請書における記載事項の不備など必要な要件が具備されて
いない場合は，この限りではない。 
  ① 包括承認事項のうち，(2)に掲げる災害等による取壊し等の場合 
  ② 経過年数が10年以上である補助対象財産に係る財産処分であって，次の場合に該当するもの 
   ア 転用，無償譲渡又は無償貸付の後に，教育，科学技術，学術，スポーツ及び文化の振興に資
する事業並びに種子島周辺の漁業対策に資する事業に使用する場合 
   イ 交換により得た補助対象財産において，教育，科学技術，学術，スポーツ及び文化の振興に
－123－ 
資する事業並びに種子島周辺の漁業対策に資する事業を行う場合 
   ウ 教育，科学技術，学術，スポーツ及び文化の振興に資する事業並びに種子島周辺の漁業対策
に資する事業に使用する補助対象財産を整備するために，取壊し等を行うことが必要な場合
（建て替えの場合等） 
   エ 国又は地方公共団体への無償譲渡又は無償貸付 
  ③ 経過年数が10年未満である補助対象財産に係る財産処分であって，上記②アからエまでに該当
するもののうち，市町村合併，地域再生等の施策に伴うものであって，特に文部科学大臣が個別
に認めるもの 
 (2) 国庫納付に関する条件を付して承認する場合 
   上記(1)に掲げる以外の財産処分については，当該補助事業者等に第４に定める額の納付を求める
ものとする。 
 (3) 再処分に関する条件を付す場合 
  ① 再処分に関する条件を付す場合 




  ② 再処分に関する条件を付された者の財産処分 
    再処分に関する条件を付された者が行う財産処分の承認については，この承認基準に基づき取
り扱う。 
    この場合，補助目的のために使用した期間と財産処分後に使用した期間とを通算した期間を経
過年数とみなす。 























〇〇〇   第   号 
平成  年  月  日 
 
  文 部 科 学 大 臣  殿 
 



























１ 処分の種類 （該当するものに○） 










   







⑪国庫補助額全体 ⑫総事業費 ⑬国庫補助年度 ⑭処分制限期間 ⑮経過年数
 









    
 
円 







４ 承認条件としての納付金（ 有 無 ） 
 ・→無の場合（承認基準の第３（国庫納付に関する承認基準）の該当項目に○） 
   １ 地方公共団体     (1) 



















 (3) 「⑩処分の内容」欄には，次の例のように，財産処分の内容を簡潔に記載すること。 
   例：○○施設を□□施設（定員○名）に転用。 
     ○○施設の一部を転用し，○○施設（定員○名）と□□施設（定員○名）に変更。 
     ○○施設の余裕部分（○○室）を□□事業を行う場所に転用。 
     学校法人○○に譲渡し，同一事業・定員で継続。 
     ○○設備が故障し修理不能となったため廃棄し，代替設備を自己財源で購入。 
 
３ 経緯及び処分の理由 






















○○○   第   号 
平成  年  月  日 
 
  文 部 科 学 大 臣  殿 
 




































   







⑪国庫補助額全体 ⑫総事業費 ⑬国庫補助年度 ⑭処分制限期間 ⑮経過年数
 














 ・地方公共団体     → (1)①  (1)②  (2) 



















 (3) 「⑯処分の内容」欄には，次の例のように，財産処分の内容を簡潔に記載すること。 
   例：○○施設を□□施設（定員〇名）に転用。 
     ○○施設の一部を転用し，○○施設（定員○名）と□□施設（定員○名）に変更。 
     ○○施設の余裕部分（○○室）を□□事業を行う場所に転用。 
     学校法人○○に譲渡し，同一事業・定員で継続。 
     ○○設備が故障し修理不能となったため廃棄し，代替設備を自己財源で購入。 
 
３ 経緯及び処分の理由 



















                                   平成10年３月31日 
                                   生涯学習局長裁定 



































 (2) 財産処分の事務処理については、裁定に定めるもののほか、この事務処理要領によるものとする。 
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２ 対象とする施設 




   財産処分を行おうとする者は、原則として当該処分を行う前に様式１による財産処分申請書又は
様式２による財産処分報告書を提出しなければならない。 





 (2) この場合において、都道府県教育委員会は意見を付するものとする。 
 
５ 附 則 




                                       文 書 番 号 
                                       年  月  日 
 
   文 部 科 学 大 臣 殿 











施  設  名 補助年度 構 造 補助面積 補助金額 処分内容 処分予定月日 備  考 
   ｍ2
(    )
 
千円
(    )
   
 
２ 経過及び処分の理由 
                                               
                                               
                                               
 
３ 添付資料 
 (1) 額の確定通知書の写し 
 (2) 処分する施設の平面図現況写真 




 (1) 「構造区分」欄：施設台帳の構造区分（ＲＣ・Ｓ・Ｗ）を記入する。 
 (2) 「補助面積」・「補助金額」欄：補助金を受けた施設の一部を処分する場合は，上段（  ）に  補
助の全体を下段に当該処分に係る部分を記入する。 
 (3) 「処分内容」欄：財産処分の種類（転用，譲渡，交換，貸付け等）及び処分先などを記入する。 
 
２ 経過及び処分の理由 






                                       文 書 番 号 
                                       年  月  日 
 
   文 部 科 学 大 臣 殿 












施  設  名 補助年度 構 造 補助面積 補助金額 処分内容 処分予定月日 備  考 
   ｍ2
(    )
 
千円
(    )
   
 
２ 経過及び処分の理由 
                                               
                                               
                                               
 
３ 添付資料 
 (1) 額の確定通知書の写し 
 (2) 処分する施設の平面図現況写真 




 (1) 「構造区分」欄：施設台帳の構造区分（ＲＣ・Ｓ・Ｗ）を記入する。 
 (2) 「補助面積」，「補助金額」欄：補助金を受けた施設の一部を処分する場合は，上段（  ）に補
助の全体を下段に当該処分に係る部分を記入する。 
 (3) 「処分内容」欄：財産処分の種類（転用，譲渡，交換，貸付け等）及び処分先などを記入する。 
 
２ 経過及び処分の理由 








































２ 社会教育施設振興の方策はいかにすべきか（抄）  
 




















 (1) 図書館の設置について 





 (2) 図書館職員養成制度について  
   現行図書館法による専門職員養成制度は大学における図書館学講座の開設を促進するとともに文
部大臣委嘱の講習により，司書，司書補の資格を与える等多大の成果をあげてきたが専門職員の充
実と資質の向上のため次の諸点について更に適切な措置を講ずる必要がある。 
  (ｲ) 大学の図書館学科の充実を図ること。 
  (ﾛ) 現行講習制度を継続すること。 
  (ﾊ) 司書資格認定制度を新たに設けること。 
  (ﾆ) 図書館職員養成所を拡充整備すること。 
 
 (3) 専門職としての地位の確立について 





 (4) 基準について 




 (5) 国庫補助金について 





 (6) 図書館奉仕活動の強化について 
   図書館法の成立によつて図書館事業は従来より漸次発展してきたがさらに一段の振興を図るため
次の諸点に留意して適切な対策をたてる必要がある。 
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  (ｲ) 館外奉仕活動をさらに強化すること。 
  (ﾛ) 都市における図書館のレフアレンス・ワークを活ぱつならしめること。 
  (ﾊ) 青少年に対する読書指導をさらに効果あらしめること。 
  (ﾆ) 教材センターを公共図書館に設けて学校図書館との連絡をさらに緊密にすること。 














４ 社会教育に関する施設  
 (1) 施設の現状 
  ア 施設の種類 
    社会教育に関する施設は，社会教育活動の内容や方法が多様であるのに対応して多種にわたつ
ている。また，設置者は公共団体だけでなく，民間団体や私人もあり，施設の利用範囲も近隣住
区を中心とするものから，より広域的なものまでさまざまである。 




    社会教育に関する施設について考える場合，これらを総合的にとらえる視点が必要であるが，
ここでは，前者を中心にとりあげることとする。 
 
  イ 施設の現状 





 (2) 社会的条件の変化と施設 
  ア 施設一般の課題 
    国民の学習要求の高まりに即して，社会教育施設を拡充するにあたつては，次のような課題を
－140－ 
解決する必要がある。 
   (ｱ) 施設の計画的整備と体系的配置 





     なお，校庭の開放その他学校の施設設備の開放の推進についても配慮する必要がある。 
   (ｲ) 施設の専門分化と総合的な施設の強化 




     また，専門的施設をいくつか集めて，総合的な機能をもつ施設に統合することも必要である。
他方，施設の機能の専門分化と並行して，地域のひとびとが身近に相互のつながりを深め，自
発的活動を展開できるような各機能をあわせもつ日常的総合施設の必要も大きい。 
   (ｳ) 都市における施設の刷新・充実 





   (ｴ) 内容の高度化に対応する条件の整備 




   (ｵ) 他の施設との連携強化 





   (ｶ) 公共投資などの拡大 
     国や地方公共団体は，これらの社会教育施設が生活環境の基盤であることを認識し，施設の
建設については財政措置を強化する必要がある。 
 
  イ 施設別の課題 
   (ｲ) 図書館 





     しかし，ひとびとの多様な自主的学習，研究および調査に利便を供し，また，高度化・専門
化した知識や情報を提供するための中心的な施設として，その果たすべき役割はきわめて大き
い。そこで，次の点に留意する必要がある。 








   (ⅲ) 公共図書館は，大学図書館，専門図書館とも提携して，より強力な奉仕体制の確立を図る
ことが必要である。 






 (2) 社会的条件の変化と指導者 
   (ｲ) 行政関係職員 
   (ⅱ) 施設職員 
     ｂ 図書館の司書 


















 (1) 地域社会における学習活動の促進（略）  
 
 (2) 活動のための機会及び指導者の充実 




   また，民間企業・団体の施設の開放や空地の利用促進なども図る必要があろう。 
   さらに，青少年の学習活動のための指導者として，主婦，高齢者を含む成人一般の有志指導者は
もとより，高校生，大学生などのこの面での活躍が期待される。 
 





 (1) 社会教育事業の拡充（略） 
 
 (2) 社会教育施設の整備・充実 




   このため，今後，地域の特性や住民の文化活動圏など学習活動の実態を考慮しつつ，これらの施
設の整備を計画的，体系的に進める必要がある。 
   また，各施設がより効果的に利用されるように，夜間の開放も含め利用時間や運営方法の弾力化
に一層努めるなど，施設の活用方法の改善を図るとともに，事業活動に関する情報提供の充実に努
め，あるいは関連施設相互の有機的連携を強化する必要がある。 
   なお，最近，一部の都道府県で設置又は構想・計画中の生涯教育センターなど，教育・文化面に
ついての各種の機能をもつ総合的な社会教育施設を一層整備していく必要がある。 




 (3) 指導者の養成と処遇の改善(略)  
 
 (4) 個人学習の奨励・援助等 
   人々の学習要求が，その内容・方法において一層多様化・高度化し，また，集団的な学習形態よ
りも個人学習を望む人々も数多く存在することから，個人学習に対する配慮がますます重要になる
であろう。 
   このため，社会通信教育の充実や，近年，各方面で試みられつつある地域の各家庭に情報を送る
新たな情報媒体の開発とその活用を図ることが望まれる。 




   さらに，個人の各種のスポーツ活動を奨励・援助するため，年齢段階に応じたスポーツ・プログ
ラムの充実や，手軽な指導者の提供が望まれる。 






 (1) 学習機会の拡充 





   最近，各地において公民館を中心に高齢者教室や高齢者大学などの事業が活発であり，それぞれ
大きな成果を上げているが，今後は，公民館のみならず，身近な学校施設やその他の公共的施設に
おいても，この種の学習機会を設けることが望まれる。 
   また，高齢者の個人学習を奨励・援助するため，図書館，博物館など専門的な教育施設が積極的
な役割を果たすことや，電話などによる学習相談事業の充実を図ることが極めて重要である。 
   さらに，種々の制約を持つ高齢者にとって，放送大学や通信教育は，学習の機会を広く，効果的
に提供するものとして，今後，ますます重視されなければならない。 
 
 (2) 学習内容･方法の工夫･改善 
   高齢者の希望や地域の状況等に即し，学習内容・方法の面でも適切，多様な対応が望まれる。そ
の際，実践的，活動的な方法を採用したり，異なる世代との接触・交流や各人の生活課題を重視す
るなどして，自主的な参加意欲を満たし，学習効果を高めるような工夫が大切である。 
   また，自己の学習成果を活用して，自ら指導者としての役割を果たすことは，高齢者の学習の動
機づけや学習効果を高めるものであると考えられる。 
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 (1) 受け入れ体制 






   このような阻害要因を取り除き，社会教育施設におけるボランティア活動を活発にするためには，
次のような事柄に留意する必要があろう。 





















 (2) 費用負担 





 (3) 事故防止 
   ボランティア活動中に予測しがたい事故が，ごくまれにではあるが起こっている。不測の事態に
備えて社会教育施設では，活動中の安全対策に十分配慮する必要がある。そのためにはまず，ボラ
ンティアの人々に安全教育の機会が提供されねばならない。 



























































































































 (1) 図書館資料・情報の提供 











 (2) 学習機会の提供 






   学習機会の提供は，学校や他の社会教育施設，機関でも数多く行われており，公共図書館にあつ
ては，資料や情報の提供を通して，これらの施設等との連携を図ることが必要である。 












 (3) 図書館資料・情報の収集・保存 

















 (4) 調査・研究開発 

















 (1) サービス体制の充実・強化 
   住民に対するサービスの向上のためには，既存のサービス体制の充実と図書館の未整備地域にお
けるサービス体制の強化が必要である。特に，未整備地域におけるサービス体制の強化に当たつて
は，まず当該市町村が自助努力をするということが前提となる。 




   ハンディキャップを持つた人々に対する十分な配慮も望まれ，点字図書や録音図書，大型活字本，
拡大読書機等の資料や機器の整備など，図書館の利用環境の一層の整備・充実が期待される。 





 (2) 職員の資質の向上 









   なお，都道府県立図書館は，これまでも市町村立図書館職員の研修センターとしての役割を担つ
てきたが，図書館学の講座を開設する大学の協力を得るなどして，その高度化を図ることが望まれ
る。 




 (3) 利用の促進 
   公共図書館はあらゆる人の学習の場として整備しなければならない。しかし，生活時間や種々の
制約から図書館を利用できなかつたり，広報等が不十分なためにその機能を活用していない人もい
る。 





   また，利用者が自ら調査・研究した成果や収集した資料を，利用者の協力を得て，図書館の所蔵
資料に加え，これを他の利用者が活用することも考えられる。 




 (4) 相互協力体制の推進 
















































 (1) 公共図書館間のネットワーク 















 (2) 公共図書館と類縁機関等とのネットワーク 




























































































  ―新たな連携・協力システムの構築を目指して―（抄）  
 
                             平成６年９月20日  
                             生涯学習審議会社会教育分科審議会  






















































































































































                             平成７年８月10日 
                             生涯学習審議会社会教育分科審議会  





























 (1) 教育メディア利用の拠点となる施設の動向 






 (2) 教育メディアの動向 





 (3) マルチメディアの登場 

















 ① 研修・学習センター機能 
   教員や社会教育施設職員等は，教育メディアの利用促進を図る上で，積極的な役割を果たすこと
が期待される。このため，これらの者に対する教育メディアに関する研修の充実を図ることが求め
られる。 




















 ② 教材センターの機能 
























 ③ 情報・研究センター機能 
   メディア環境が大きく変化している中で，それに的確に対応するためには，教育メディアに関す
る情報の収集・提供及び各種の調査・研究は重要である。 


























 (1) 教育委員会の役割 
   教育委員会は，視聴覚教育関係施設が，地域において，その機能を十分果たせるよう，行政機関
として以下のような役割を担う必要がある。 







   なお，教育委員会は，各視聴覚教育関係施設の行う事業について，地域の視聴覚教育関係施設職
員等からなる委員会を設置するなどして，その総合調整を図っていく必要がある。 




 (2) 都道府県と市町村の視聴覚教育関係施設の役割分担と相互の連携・協力 




   教育メディアの利用促進を効果的に図るためには，都道府県の視聴覚教育関係施設が市町村の視
聴覚教育関係施設の事業を援助するとともに，市町村の視聴覚教育関係施設間で共同して事業を行
うなど，都道府県と市町村及び市町村相互の視聴覚教育関係施設の連携・協力が不可欠である。 






























































































 (3) 国に期待される役割 




















                           平成８年４月24日 
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  (1) 講習における養成内容の改善・充実 
   ア 司 書 






     以上から，司書講習の養成内容を，次のように改善・充実することが適当である。 
    ① 生涯学習時代における基本的養成内容として「生涯学習概論」を新設し，生涯学習及び社
会教育の本質について理解を深める内容とする。 
    ② 生涯学習社会における図書館という視点を重視して，「図書館経営論」を新設し，図書館の
管理，運営等に関する内容により構成する。 
    ③ 今日の情報化社会に対応するため，「情報サービス概説」，「情報検索演習」を設置し，情報
関係科目の充実を図る。 
    ④ 子どもの読書の振興にかんがみ，「児童サービス論」を設置し，充実を図る。 
    ⑤ 図書館を取り巻く社会の変化に的確に対応できるよう「図書館特論」を新設し，図書館に
おける今日的な諸課題に即応する内容により構成する。 
    ⑥ 選択科目を整理するとともに，必修科目を拡大する。 
    ⑦ 総単位数は，現行の19単位以上から20単位以上に１単位増やす。 
     各科目の単位数・内容等を一覧の形でまとめたのが，別紙３である。 
－174－ 
   イ 司書補 
     司書補講習は，司書補となる資格を付与するため，図書館法及び同法施行規則に基づき，文
部大臣の委嘱を受けた大学が実施する講習である。現行の講習科目は，司書補講習が開始され
て以来見直しは行われていない。 




     以上から，司書補講習の養成内容を，次のように改善・充実することが適当である。 
    ① 生涯学習時代における基本的養成内容として「生涯学習概論」を新設し，生涯学習及び社
会教育の本質について理解を深める内容とする。 
    ② 今日の情報化社会に対応するため，「情報検索サービス」を設置し，充実を図る。 
    ③ 子どもの読書の振興にかんがみ，「児童サービスの基礎」を設置し，充実を図る。 
    ④ 「図書館特講」を新設し，図書館業務に係る基礎的な内容や，図書館における今日的な諸
課題に即応する内容により構成する。 
    ⑤ 図書館の基礎的事項を習得する観点から，選択科目を廃止し，全科目必修とする。 
    ⑥ 総単位数は，現行と同じく15単位以上とする。 
     各科目の単位数・内容等を一覧の形でまとめたのが，別紙４である。 
 
  (2) 養成を行っている大学の連携・協力の推進 




  (3) 講習における実務経験等の評価 






    また，司書補講習における実務経験等の評価についても，司書に準じて適正に評価して，相当
する分野の科目を免除することが適当である。 
    その際の経験年数，免除する科目などの具体的な内容は，別紙５及び別紙６である。 
 
 ２．研修内容の充実と研修体制の整備 
   現在の司書及び司書補資格は，図書館の専門的職員としての基礎的な資格であり，社会の変化等
に適切に対応して，より高度な図書館サービスを実施していくためには，現職者の職場内，職場外
での研修を充実する必要がある。 









  (1) 研修内容及び方法 
    研修内容に関しては，図書館業務の各専門領域における知識・技術の向上を目指すにとどまら
ず，生涯学習社会の進展，情報化，国際化等の社会の変化に対応して，広い観点から図書館サー
ビスの充実が図られるよう，研修領域・内容を設定することが求められる。 






    また高度かつ専門的な知識・技術を習得する観点から，情報サービスの動向と技術，レファレ
ンスサービス及びレフェラルサービスの実務，資料の収集・整理・保存の実務，児童サービスの
技術，種々のメディアの操作と習熟，図書館経営に関する研修などが望まれる。 





  (2) 研修体制の整備 
    国レベル，都道府県レベル，市町村レベル，図書館関係団体等の各段階で実施されている研修
の有機的連携を図り，体系的・計画的に司書等の研修機会を提供していくため，それぞれの役割
分担の下に，研修体制の整備を図っていく必要がある。 







    都道府県・市町村においては，都道府県教育委員会，都道府県立図書館，都道府県の図書館協
会等の連携の下に，初任者研修，中堅研修など，経験年数に応じた研修や，地域の課題や日常業
務に関わる実務研修等を充実していくことが望まれる。 
    司書等の研修体系についての考え方を整理したものが，別紙９である。 
－176－ 
 ３．高度な専門性の評価 
   司書が，意欲をもって研修等に取り組み，その専門性を高め，図書館の専門的職員として各種の
図書館サービスを向上させていくためには，研修等による専門性の向上が図書館の内外において適
切に評価されることが重要である。 




   このような高度な専門性を評価する名称付与制度の具体的な検討に当たっては，図書館の現状等
を考慮しつつ，その実施機関，評価の対象，具体的名称，評価の方法等について，国をはじめ関係
機関や図書館関係団体等が連携しながら研究を進めていくことを期待したい。 
   この制度についての基本的考え方を整理したものが，別紙11である。 
 
 ４．幅広い人事交流等の配慮と有資格者の積極的活用 
   司書及び司書補の専門性を生かし，生涯学習を援助するために必要な広い知見を得させるととも
に，図書館の活力ある運営を確保するため，図書館相互や図書館と関連する施設，学校等との間の
異動など，司書及び司書補の任用や処遇などについて，教育委員会等の積極的な配慮が望まれる。 
   また，司書及び司書補の資格を有しながら，実際には図書館関係の職に就いていない人も相当い
る。これらの司書等の資格を有する者の持つ専門的知識や経験等を積極的に活用することができれ
ば，図書館サービスの充実や生涯学習を推進する観点から有意義である。 






















































































































科目名・単位数 ね   ら   い 内         容 




















































































3) データの収集と編集，データの入力・加工  
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8) 学校図書館等との連携・協力  






































選択科目 小計２単位   





























































評価する実務経験（経験年数） 免 除 す る 科 目 （単 位 数） 













評 価 す る 他 の 資 格 免 除 す る 科 目 （単 位 数） 
司書補  生涯学習概論(1) 資料組織概説(2) 
司書教諭  児童サービス論(1) コミュニケーション論(1) 
社会教育主事  生涯学習概論(1) 
学芸員  生涯学習概論(1) 情報機器論(1) 







評価する実務経験（経験年数） 免 除 す る 科 目 （単 位 数） 





評 価 す る 他 の 資 格 免 除 す る 科 目 （単 位 数） 
司書教諭  児童サービスの基礎(1)  
学芸員，社会教育主事  生涯学習概論(1)  












都 道 府 県 
（関係機関を含む） 








































































































 (1) 実施機関 
   国立教育会館社会教育研修所又は図書館関係の全国的団体が実施する。 
 (2) 評価の対象・名称 
   司書の専門業務全般にわたる高度な専門性を評価し，総合的な名称とする。 
 (3) 評価の方法 
   実施機関の審査により，名称付与を認定する。 
  ① 申請要件（ア及びイをともに満たすこと） 
   ア 一定年数（例えば10年）以上司書（国立国会図書館又は大学若しくは高等専門学校の付属図
書館の職員で司書に相当するものを含む）として勤務した経験を有していること。 
   イ 国立教育会館社会教育研修所などが主催する一定の専門的な研修を修了し，かつ，所属する
図書館の館長が図書館の専門的業務について高度で実践的な専門性を有すると認めているこ
と。 
  ② 審 査 
    論文又は口頭試験等の方法により行うものとする。 
 (4) 評価の手続き 
  ① 実施機関に審査委員会を設置する。 
  ② 名称の付与を希望する司書の所属する図書館の館長が推薦し，教育委員会を経由して，実施機
関に申請する。 






                          ［平成８年７月19日 中央教育審議会答申］  
 
第２章 これからの家庭教育の在り方  
 
 (1) これからの家庭教育の在り方 
   家庭教育は，乳幼児期の親子のきずなの形成に始まる家族との触れ合いを通じ，［生きる力］の基
礎的な資質や能力を育成するものであり，すべての教育の出発点である。 
   しかしながら，近年，家庭においては，過度の受験競争等に伴い，遊びなどよりも受験のための
勉強重視の傾向や，日常の生活におけるしつけや感性，情操の涵養など，本来，家庭教育の役割で
あると考えられるものまで学校にゆだねようとする傾向のあることが指摘されている。 










   とりわけ，基本的な生活習慣・生活能力，豊かな情操，他人に対する思いやり，善悪の判断など
の基本的倫理観，社会的なマナー，自制心や自立心など［生きる力］の基礎的な資質や能力は，家
庭教育においてこそ培われるものとの認識に立ち，親がその責任を十分発揮することを望みたい。 





 (2) 家庭教育の条件整備と充実方策  
  ① 家庭教育の在り方と条件整備 
    家庭における教育は，本来すべて家庭の責任にゆだねられており，それぞれの価値観やスタイ
ルに基づいて行われるべきものである。したがって，行政の役割は，あくまで条件整備を通じて，
家庭の教育力の充実を支援していくということである。 
















  ② 家庭教育の具体的な充実方策 




   (a) 家庭教育に関する学習機会の充実 




















     これから親になる青年を対象に，意識啓発や保育ボランティア等の育児体験など人生の早い
時期から子育てに関する学習機会を提供することも必要なことである。 




   (b) 子育て支援ネットワークづくりの推進 













     また，幼稚園が，地域社会における子育て支援の一つの核として，親等を対象に，幼児教育
相談や子育て公開講座を実施したり，子育ての交流の場を提供したりするなど，地域の幼児教
育のセンターとしての機能を充実し，家庭教育の支援を図っていくことも期待したい。 
   (c) 親子の共同体験の機会の充実 









   (d) 父親の家庭教育参加の支援・促進 






     以上，家庭教育の充実方策について述べてきたが，これらの施策を含め，親が安心して子供
を生み育てることのできる社会環境の整備に向けて，国，都道府県，市町村が一体となった取
組を進める必要がある。 







 (1) これからの地域社会における教育の在り方 










   しかし，現実には，地域社会での活動を通しての子供たちの生活体験や自然体験は著しく不足し
ていると言われ，また，都市化や過疎化の進行，地域における人間関係の希薄化，モラルの低下な
どから，地域社会の教育力は低下していると言われている。 









 (2) 地域社会における教育の条件整備と充実方策 
  ① 地域社会における教育の在り方と条件整備 
    地域社会の活動は，正に地域の人々の主体性や自主性を前提とするものであり，地域社会の大
人一人一人が，その一員であることの自覚を持ち，地域社会の活動を自主的に担っていくことが
まず重要であると言わなければならない。 





    また，第２章においても述べたとおり，地域社会の活動を充実させるためには，こうした施策
とともに，社会全体に［ゆとり］を確保するための条件整備を進める必要がある。 
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  ② 地域社会における教育の具体的な充実方策 




   (a) 活動の場の充実 
    （遊び場の確保） 










    （学校施設の活用） 

















    （社会教育・文化施設の整備充実と新たな事業展開） 







     そのために，例えば，公民館や生涯学習センター，青少年教育施設などにおいては，今後，
工作教室や昔遊び教室，史跡めぐりなどの子供・親子向けの事業や講座を充実したり，各種学
習サークル活動などを活発に行うことが望まれる。 
     また，読書は人格形成に大きな役割を果たすものであり，図書館においては，読書活動の一
層の促進を図るため，蔵書の充実のほか，子供への読書案内や読書相談，子供のための読書会
などの事業の充実などにもっと努めていく必要がある。 




     また，科学や技術に対する子供たちの知的好奇心を高めるため，大学や研究所，企業などの
協力を得て科学教室を実施したり，科学博物館なども，子供たちが五感を通じて体験すること
ができるような学習の場として整備していく必要がある。 
    （新たなスポーツ環境の創造） 









     さらに，今後は，子供たちが異年齢の人々と交流し，適切なリーダーから指導を受けられる
ようなスポーツ活動の拠点や，これを支える広域的なスポーツセンター等を広く普及させ，新
たなスポーツ環境を創造していくことが必要と考える。 
   (b) 活動の機会の充実 
    （地域ぐるみの活動の推進） 
     これまでにも指摘したように，都市化・過疎化の進行や地域社会の連帯感の希薄化などから，
地縁的な地域社会の教育力の低下が指摘される中で，今日，地域社会の教育力の再生を促すこ
とが極めて重要なことになっている。 







    （ボランティア活動の推進） 


























    （交流活動の推進） 
     今日の子供たちは，物質的な豊かさや便利さなど，恵まれた環境で育っている反面，様々な
人々との交流が不足し，そのことが，子供たちの人間関係を希薄化させていると言われている。 




     また，希薄化している今日の子供たちの人間関係の改善や自活力の向上を図るため，一定期
－192－ 
間地域の身近な施設から学校に通学する「合宿通学」などの実施も考えられてよいであろう。 
    （自然体験活動の推進） 









     また，キャンプ，オリエンテーリング，サイクリング，ホステリング等の自然に触れ親しむ
アウトドアスポーツの機会も，子供たちの体験活動として提供したい。行政は，こうした体験
活動を奨励する施策に積極的に取り組んでほしい。 
   (c) 青少年団体等の活動の振興 
     子供たちが，自らの興味・関心等に基づき，自主的・主体的に様々な活動を行うことは極め
て意義のあることである。このような子供たちの活動を支え，促していくのが青少年団体・ス
ポーツ団体である。 







   (d) 指導者の養成と確保 













     今後，子供たちの地域社会における活動を充実させるため，これらの指導者に優れた人材を
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確保するとともに，その資質の向上を図るための施策を一層充実させることが必要である。 
   (e) 情報提供の充実 




     このため，市町村教育委員会が中心となって地域社会における活動に関する各種の情報をデ
ータベース化するとともに，学校や関係機関などとの情報通信ネットワークを形成して，子供
たちに情報を十分に提供する体制を整備することが急がれる。 




     また，市町村教育委員会やＰＴＡが地域社会における活動に関する情報資料を作成し，随時
子供や家庭に配布するほか，地域社会における活動に関する相談コーナー，情報コーナーの開
設等による情報の提供や相談の実施も効果的と考える。 
   (f) 「第４の領域」の育成 















  (3) 地域社会における教育を充実させるための体制の整備 
   (a) 市町村教育委員会の役割の重要性 











   (b) 地域教育連絡協議会や地域教育活性化センターの設置 





     この地域教育連絡協議会の設置は，地域社会における教育の充実について関係者の参加意識
を高め，保護者や地域の人々が，行政や他人任せではなく，自分たち自身の問題としてこれに
取り組んでいく大きな契機になるものと考える。 
     なお，市町村によっては，既に，子供たちの健全育成や地域社会における活動の充実をねら
いとする各種の協議会が設けられ，成果をあげているところも多い。こうした既存の協議会を，
地域の実態に応じ，地域教育連絡協議会として活用することも考えられる。 




   (c) 国・都道府県の支援，民間教育事業者の取組 
     以上，様々な施策について述べてきたが，これらの施策は，国，都道府県，市町村の連携・
協力の下に，体系的に進められなければならない。 























 (1) 豊かな人間性の育成－「心の教育」の充実 
   （略） 
  ○ 子どもたちの読書活動の充実 












 (4) 情報化の進展への対応 
  ○ 学校図書館の充実 









    （略） 
  ○ 社会教育施設の高度化・情報化 









































































































































































































































































 (1) 地方公共団体に対する法令等に基づく規制の廃止・緩和 
   （略） 
  ○ 国庫補助を受ける場合の図書館長の司書資格要件等の廃止 














    なお，同法第19条の規定を廃止することとの関連で，同法第18条に基づく公立図書館の望まし
い基準の取扱いについて検討することが必要である。 
    （略） 
 
 (2) 社会教育施設の運営等の弾力化 
  ○ 社会教育施設の管理の民間委託の検討 








  ○ 図書館サービスの多様化・高度化と負担の在り方 








    このようなことから，地方公共団体の自主的な判断の下，対価不徴収の原則を維持しつつ，一
定の場合に受益者の負担を求めることについて，その適否を検討する必要がある。 
    （略） 
  ○ 司書等の資格取得における学歴要件の緩和 














 (1) 住民参加の推進 








 (2) 社会教育委員の規定の見直し 








 (3) 図書館協議会の規定の見直し 













 (1) 市町村の取組 










 (2) 都道府県の取組 













 (3) 国の取組 
   国は，これまで補助金の交付や地方交付税措置等を通じ，社会教育施設の整備充実，指導者の養
成，社会教育事業の振興，社会教育主事の配置の支援等を行ってきている。 
















 ○ 社会教育委員の審議機能の強化 






 ○ 社会教育主事の新たな役割等 

















 ○ 社会教育主事を通じた学社融合等の推進 










 ○ 社会教育主事の設置促進のための社会教育主事講習の見直し等 











   また，市町村における社会教育主事の配置を促進するため，都道府県においては，地方交付税を
活用し，派遣社会教育主事に関する所要の財源措置を図り，市町村の社会教育行政の体制整備を支
援していくことが望まれる。 
 ○ 公民館職員の資質向上 














 (1) 社会教育行政を通じた地域社会の活性化 













 (2) 地域の人材が活躍するための社会教育主事となる資格の活用 















 (3) 地域の人材が活躍できる場としての社会教育施設 



















 (1) ネットワーク型行政の必要性 





















 (2) 生涯学習社会構築を目指した社会教育行政の法令上の位置付けの検討 











 (1) 学校教育と社会教育の連携 



















 (2) 高等教育機関等との連携 

















 (1) 民間教育事業との連携 











 (2) 社会教育関係団体との連携 





















































































































   －地域の情報化推進拠点として－ 
 




















１ 現 状 
 (1) 資料の電子化の動向 








   筑波大学，京都大学，奈良先端科学技術大学院大学など，各大学においても，電子図書館の取り
組みが行われている。 






   一方，民間においては，出版社のほか，多様な製作者が出版物や音楽・映像情報をインターネッ
トで配信したりするなど，各種のコンテンツ（情報の内容）を提供，利用する動きが始まっている。
また，有名作家等が著作物を直接インターネット上で公開する例も見られる。 
   さらに，米国をはじめ諸外国においては，電子化された多様な情報の発信源が急速に拡大発展し
ており，インターネットによって接続利用できる世界的な「サイバースペース」が実現しつつある。 
 
 (2) 情報通信技術を利用した新しい図書館サービス 
   生涯学習局学習情報課の行った調査によれば，平成10年８月１日現在の全国の公立図書館の情報
通信技術を利用した新しいサービスに関する状況は次のとおりである。（資料５ ※略） 
  ① コンピュータ等の導入状況 
    都道府県立98.3％（平均台数27.6台），市（区）立90.4％（同10.7台），町村立77.5％（同3.9
台）であり，大半は業務用として使用されている。 
    業務用の内訳を見ると，貸出・返却用，発注・整理用，検索用と，いずれも同程度である。業
務用検索で使用している内訳をみると，都道府県立では，ＯＰＡＣ用が最も多く，ＣＤ－ＲＯＭ
検索用がこれに次ぐが，市（区）立及び町村立ではその逆となっている。 
    利用者用については，大半が検索用としての利用であり，内訳は，館種を問わず，ＯＰＡＣ用
が最も多くなっている。なお，町村立においては，利用者用台数が全体平均で１台を満たしてい
なかった。 
  ② 有料のオンラインデータベースの利用 
    代行検索として有料データベースを導入している例はまだ少ない状況である。その費用につい
て料金を徴収している例が，わずかではあるが見られた。 
  ③ インターネット接続コンピュータの利用者への開放 
    図書館全体でみるとその比率は，3.5％である。館種別では，町村立（6.0％）が市（区）立（2.0％）
を上回っているが，町村立においては，複合施設での共有という例が見られた。また，接続料金
を徴収している例もわずかではあるが見られた。 
  ④ 自館からの情報発信（ホームページ上で所蔵情報の検索が可能な館） 
    インターネット上にホームページを作り，所蔵情報が検索できるのは，都道府県立21.7％，市
（区）立4.7％，町村立0.5％であった。 
  ⑤ 新しい情報サービスに対する職員の研修 





 (1) 図書館の新しい役割 
   今日の高度情報通信社会において，発信者側からの情報量は爆発的に増大しつつある。受信者側
は，膨大な情報の中から必要な情報を的確に取り出さなければならない。 




   図書館は，地域住民の教養，調査研究，レクリエーション等に資することを目的として，図書，
記録その他必要な資料を収集・蓄積し，求められた資料や情報は誰にでも公平に利用する機会を与
える役割を担ってきた。 




  ① 地域の情報拠点としての図書館 
















    地域住民の身近な生涯学習の中核施設である図書館が，高度情報通信社会における新しい情報
サービスを提供する上で，司書には，情報通信ネットワークを利用しようとする地域住民に対す
る案内役としての役割が期待される。 
  ② 地域住民の情報活用能力の育成支援 
    インターネットの普及によるネットワーク環境の充実やマルチメディア技術の進展は，人々の
情報活用の幅を広げて日常生活を豊かにする可能性を持っている。 
    しかし，このような高度情報通信社会をより主体的に，そしてより豊かに生きるためには，だ
れもが，急速に拡大する情報環境において無数の情報の中から真に必要な情報を選択・整理して
自分のものとする能力，すなわち「情報活用能力」を身につけることが求められている。 








 (2) 具体的な推進方策 
  ① 情報通信基盤の整備 




   ア コンピュータの設置 
     パソコンは，いわゆるスタンドアロンでの使用でも応用範囲が広い。初歩的な情報活用能力
育成のためには，住民が自由に利用できるコンピュータの設置が望まれる。 
   イ インターネット等の利用 





   ウ ＣＤ－ＲＯＭ等の活用 




   エ 衛星通信システムの活用 




     平成10年度補正予算で整備される文部省の衛星通信を利用した教育情報通信ネットワークの
一環として，全国各地の公立図書館等で受信環境の整備が進められているが，地方公共団体に
おいてもこのシステムへの参加に関して積極的な取り組みを期待したい。 
   オ ＴＶ会議システムの活用 




  ② 資料の電子化の利点とその活用 
    従来の紙媒体を中心とした資料を電子化するメリットは，一般的には， 
   (ｱ) 必要な情報を広い範囲から選択することができる（検索性の向上） 
   (ｲ) 音声や画像などと組み合わせて編集したものを自ら発信・提供することが容易にできる（再
編集性の向上） 
   (ｳ) 一つしかない資料でも，数多くの人々が同時に利用できる 
   (ｴ) 画質等の劣化を招くことなく，複写することができる 
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   などの点である。 
    さらに，電子化された資料をインターネット等を通じて，利用に供することは，時間帯や場所
に関係なく，その情報を入手することができることを意味する。 




    また，地域において，電子媒体を用いて発表されている非商業ベースの作品・資料等の中には，
地域の文化的資産として収集・保存する価値の高いものも見られる。これらについても，公立図
書館の取り扱うべき資料として視野に入れていく必要があろう。 





  ③ 司書等の研修及び住民の情報活用能力育成 




    今後においては，住民の情報活用能力育成を支援できる高度な資質を持った司書の養成が重要
である。その方法としては，例えば，高度な内容の現職研修プログラムを用意し，それを発信し，
利用に供することなどが考えられる。 




  ④ 著作権，肖像権等を保護する体制 




    衛星通信等を活用した講座においては，質疑等の際に画面上に受講者の映像が表示されること
があるが，個々の受講者にも肖像権が発生しており，講座の開講前に受講者の了解を得るなどの
配慮が必要となる。 




３ 提 言 
 (1) 地域における図書館と情報通信基盤の整備 
   これからの公立図書館は，地域住民の公平で自由な情報アクセスを保障・支援する公的機関であ
り，地域の情報拠点として一層重要な役割が求められる。したがって，地域間に情報格差を生じな
いためにも，図書館の未設置地域に公立図書館を設置していくことは今後も必要である。 






 (2) 地域電子図書館構想 










   また，歴史的資料のほか，地域の生活にかかわる各種の新しい情報についても，他の公的及び私
的機関との連携協力を含め，可能なものから電子化していくことが望まれる。国においては，我が
国全体としての構想を検討する必要があろう。 




 (3) 司書等の研修の充実 
   司書には，人々の求める多様な情報を適切にかつ迅速に提供する能力が求められている。このた
め，今後，コンピュータ，インターネット，各種のデータベース等の活用能力の向上が一層必要と
なってくる。 




 (4) 住民の情報活用能力の育成 




   このため，「情報ボランティア」の協力により，図書館開館中，住民のコンピュータやインターネ
ット等の利用を援助する体制を整備することも考えられる。そのためには，「情報ボランティア」に
対する研修の場を提供することも必要であろう。 
   また，公立図書館における地域住民を対象とする講座等を行うプログラムを開発し，その成果を
普及していく方策について検討することが適当であろう。 
 
 (5) 図書館サービスの多様化・高度化と負担の在り方 




   図書館法第17条は，「公立図書館は，入館料その他図書館資料の利用に対するいかなる対価をも徴
収してはならない。」と規定している。この対価不徴収は，図書館が地域住民の情報や知識の入手な
ど最低限の文化的基盤を保障するという原則の尊重から来ているものである。 






   また，著作権法第31条に基づく資料の複写物の提供について，これまで図書館界において利用者
への対価徴収が定着してきたのは，やはり「図書館資料の利用」を越えるサービスと考えられてき
たことによる。 
   このような観点から，電子化情報サービスに伴う通信料金やデータベース使用料などの対価徴収
については，それぞれのサービスの態様に即して，図書館の設置者である地方公共団体の自主的な
裁量に委ねられるべき問題と思われる。 
   以上のことにかんがみ，公立図書館における新しい電子化情報サービスとの関係においては，図
書館法第17条を上記の方向で解釈・運用していくことが適当である。 
 
 (6) インターネット接続に係る通信料金等の負担の軽減 















   －生涯学習の成果を生かすための方策について－（抄） 
 
                         ［平成11年６月９日 生涯学習審議会答申］ 
 
第３章 学習成果を「ボランティア活動」に生かす  
 
２ 学習成果をボランティア活動に生かすにあたっての課題と対応方策 
  －ボランティア活動の充実・発展のために－ 
 (1) 多様な活動の発見・創造 




   （略） 


































 (2) 「地域への情報提供」に加え「地域からの情報発信」という機能を持つこと 
 (3) 紙媒体等による資料・情報と電子化された資料・情報とを有機的に連携させること 
 (4) 外部のデータベース等の情報を提供すること 
 (5) 障害者や高齢者などにとっても図書館の資料・情報を利用しやすくすること 





































































































































































































 ○ 館内にはＬＡＮが構築されている。一部は，無線ＬＡＮも稼動中。 











































































































 ○ 偶数月は映画会，奇数月は鑑賞会を月１回（隔月）開催。 
 ○ 読書会を月２回開催。 
 ○ 展示会は月ごとにテーマを変えて実施。年２回は特別展示を実施。 

























































































































































































 (1) 外部で実施される研修等に参加できる体制を構築する。 




































 (1) 蔵書データサービス（ＷｅｂＯＰＡＣを含む）の提供 
 (2) デジタル媒体（ＣＤＲＯＭ等や，インターネットからダウンロードし，図書館サーバに蓄積する
ものを含む）の図書館資料の収集・提供 
 (3) 図書館で製作するデジタルコンテンツの提供 














































































































 (1) ユネスコの提言 




 (2) 昭和56年の中央教育審議会答申 









 (3) 臨時教育審議会答申 




 (4) 生涯学習に係る体制の整備 











 (5) 近年の動き 








































 (1) 「個人の需要」と「社会の要請」のバランス」 
   個人的な興味，関心，希望などを充たすべく，教育・学習の機会を活用する場合には，個人的要
求が中心となりがちであり，ともすれば，社会にとって必要なことへの関心や対応が欠如しがちで
ある。 
   社会の存続を図るためには，社会に共通の課題に取り組む必要がある。しかし，それは，必ずし
も個人の興味・関心に合致しないことが多いが，それへの取組を怠ると，社会的に様々な問題の発
生につながるおそれが生ずる。 
   したがって，生涯学習振興にあっては，個人の需要と社会の要請の両者のバランスを保つことが
必要である。 
 
 (2) 「人間的価値」と「職業的知識・技術」の調和 






 (3) 「継承」と「創造」 
   いつの時代でも，伝統を継承しつつ，新たな創造をしていくことは必要であるが，これからの知
識社会，高度情報通信社会にあっては，蓄積された知識・技術，情報を生かして新たな創造や工夫
につながる生涯学習が求められている。 
   継承が必要なのは，学問，芸術，スポーツなどが生み出した成果だけではない。我が国が長年に
わたって培ってきた優れた文化などもそうである。新たな創造という場合も，科学・技術に限らず，
生活全般にわたっての創造である。 











       ① 「個人の需要」と「社会の要請」のバランス 
       ② 「人間的価値」と「職業的知識・技術」の調和 












 (1) 国民全体の人間力の向上 























 (2) 生涯学習における新しい「公共」の視点の重視 







   また，社会の現状を見たとき，「行政が主導して住民に学びの機会を提供する」ということよりも，
個人が主体となって社会に働きかけていくということが重要になってきている。 








 (3) 人の成長段階ごとの政策の重点化 













 (4) 国民一人ひとりの学習ニーズを生かした広い視野に立った多様な学習の展開等 












    また，地域の様々な学習情報や，高齢者や大学生，保護司，ＰＴＡ，青少年関係団体，スポー
ツ指導者などの地域の人材を把握し，積極的に発掘することにより，学習者に提供することが重
要である。 













  ⑤ 人格形成にあたって，「子どもの姿は，大人の姿を写した姿である」と言われるように，大人の
社会規範の低下についても十分留意することが必要である。 
 
 (5) ＩＴの活用 
   情報通信技術の急速な発展を踏まえ，ＩＴの活用を大幅に拡充することにより，時間的・空間的
な制約を越えて，いつでも，どこでも，誰でも学べる生涯学習社会の実現に向け，大きな発展を図
ることが期待される。 
  ① 生涯学習へのアクセス 














  ② 学習資源の創造・蓄積・共有・循環 








    さらに，インターネット上での学校教育をはじめとした生涯学習関連情報を収集・提供してい
る「教育情報ナショナルセンター」等の機能を充実させ，利用者の立場に立って学習内容を提供
していくことも重要である。 
  ③ ネットコミュニティの形成 


















 ① 社会人を対象としたリカレント教育（注１）の推進 
 ② ボランティア活動の支援・推進 























 ① フリーター等の増加と失業等 






































 ② 家庭の教育力の低下 






 ③ 地域の教育力の低下 





 ④ 高齢化 








 ⑤ 地域社会の活力の低下 






 ① 職業能力の向上 
 ② 家庭教育への支援 
 ③ 地域の教育力の向上 
 ④ 健康対策等高齢者への対応 

























 (1) 職業能力の向上 
   職業能力の向上を図るためには，学校教育段階から，勤労観・職業観の育成を図るとともに，社
会教育施設等においても，若者や働き盛りの世代の人のための職業能力の向上につながる学習支援
を充実していくことが重要である。 







 (2) 家庭教育への支援 





 (3) 地域の教育力の向上 






 (4) 健康対策等高齢者への対応 
   元気な高齢者づくりのためには，様々な生活の場や企業の中で気軽に体を動かすことから始め，
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地域全体が健やかな意思と健康な体を持つための取組が求められる。 




 (5) 地域課題の解決 



































































































































 (1) 国，都道府県，市町村の役割等 

















    そこで，今後，以下のことについて，重点的に取り組むことが必要である。 
  (ⅰ) 大学等における社会人の受入れの促進のための支援 
  (ⅱ) 行政上の喫緊の課題として重点的に取り組むべき課題に対応するための施策 





  (ⅳ) ＩＴの活用等の重要な政策課題に対応するため，競争的資金の提供や調査研究などの先導的
な事業や実験的な事業による支援 
  (ⅴ) 図書館の司書等の専門職や指導者等の研修と研修教材の作成など，生涯学習振興を担う人材
の養成 









 (2) 国，都道府県，市町村の関係 




   さらに，国は，都道府県，市町村の提言を，都道府県は，市町村の提言をできるだけ取り入れる
ように努めることが必要である。 
   このほか，国，都道府県，市町村は，民間の提言をできるだけ取り入れるように努めることも必
要である。 
 
 (3) 地域の実情に応じた施策の在り方 
   大都市，中小都市，町村によって，地方公共団体の行財政能力や，大学や民間教育事業者，ＮＰ
Ｏの数などの状況が異なり，地域の実情に応じた施策の在り方は自ずと異なるため，こうした地域
の実情に応じた施策の在り方を考えていく必要がある。 
   このため，市町村においては，大都市，中小都市，町村など自らの地域の特性に応じた施策を講
ずること，国や都道府県においては，こうした市町村の特性に配慮した施策を講ずることが必要と
考えられる。 
   さらに，都市部では，大学や専門学校，民間教育事業者等との役割分担を図りつつ，これらとの
連携・協働を強化することが必要である。 
 
 (4) 市町村合併への対応 








 ① 国 








 ② 都道府県，市町村 












































  ・商工会議所，ハローワーク，職業訓練施設，大学等との連携を強化することが重要である。 
 
２ 家庭教育への支援 







 (3) 図書館 









  ・豊富な資源の活用を図り，高齢者の積極的な地域社会への参画を図ることなどが望まれる。 
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５ 地域課題の解決 
 (3) 図書館 





     （別添１を除く） 
 
１ 社会教育施設 























                     平成18年３月23日科学技術・学術審議会 学術分科会  















































 １．大学図書館の現状  
 
 1.1 大学図書館の基本的な役割 



















 1.2 電子化の急速な進展 
  (ｱ) 電子ジャーナル，資料の電子化等の状況 
    電子ジャーナルの普及，所蔵資料のデジタル化等，学術情報流通における電子化については，
この10年程度の間に急速に進展しつつあり，この傾向は今後一層顕著になると思われる。 






    また，所蔵資料のデジタル化についても，貴重資料を中心に，保存と有効活用の観点から，取
組みがなされているところである。 
 
  (ｲ) 電子化の新たな波 





 1.3 増大する大学図書館の負担 
  (ｱ) 国立大学法人化等による変化 
    大学においては，人件費その他の経費の節減が進む傾向にある一方，大学図書館では開館時間
の延長，その他さまざまな業務の多様化及び高度化に伴う実質的な業務の増大が続いている。 




  (ｲ) 学術論文誌の価格の上昇 
    外国の出版社等が発行する学術雑誌の価格は，1980年代以降，一貫して上昇を続けており，並
行して発行される電子ジャーナルの価格についても同じ傾向にある。これにより図書館資料費が
圧迫される状況にある。 









 ２．大学図書館を取り巻く課題  
 
 2.1 大学図書館の財政基盤が不安定 
   現在，国公私立大学図書館の所蔵する図書は２億７千万冊を数えるが，一大学あたりの５８平均
年間購入冊数が年々減少していることを考えると，電子ジャーナルへの対応とあわせて，安定的な
学術情報収集への財政投資は喫緊の課題である。 








 2.2 電子化への対応の遅れ 













 2.3 体系的な資料の収集・保存が困難 
  (ｱ) 基盤的経費の減少により，体系的な資料の収集・保存が困難 
    科学技術基本計画により，政府研究開発投資は増加しつつあるが，主に競争的資金などの直接
的な研究開発に振り向けられ，図書資料の整備のような基盤的経費の部分はほとんど増加が見ら
れなかった。 
    特に，国立大学においては，1.3に述べたように，国立大学法人運営費交付金の基礎額部分に毎
年１％の効率化係数がかけられることとなったため，ここに含まれる大学図書館の運営経費は毎
年減少する可能性がある。この場合，資料の体系的な収集・保存が困難となることが考えられる。 




  (ｲ) 収蔵スペースの狭隘化 














  (ｳ) 資料保存のための環境が未整備 





 2.4 目録所在情報サービスの問題点 





   現在，NACSIS-CAT/ILL の参加機関数は大学図書館を中心に1,000 機関を超え，また，目録データ
は約750万件が構築されており，大学図書館の業務システムをサポートすると共に我が国の学術情報
流通基盤を支えるサービスシステムとして成長した。 





 2.5 図書館サービスの問題点 
  (ｱ) 主題知識，専門知識，国際感覚を持った専任の図書館職員が不十分 









  (ｲ) 情報リテラシー教育の位置付けが不明確 









  (ｳ) 利用者ニーズの把握が不十分 

















 3.1 大学図書館の戦略的な位置付け 
  (ｱ) 大学図書館の位置付けの明確化 





  (ｲ) 財政基盤強化の必要性 








  (ｳ) 共通経費化の推進の必要性 








  (ｴ) 役割に応じた組織・運営体制の強化 








    さらに，大学図書館の意思決定の仕組みについても，能動的に機能できるよう検討する必要が
ある。 
 
 3.2 電子化への積極的な対応 
  (ｱ) 電子化の推進と貴重書等資料の電子化支援 
    電子資料の選定・収集・契約及び所蔵資料の電子化は，それぞれの大学の特色に応じて推進す
るためのポリシーを作成することが適当である。 




    文部科学省は，教育研究の情報基盤としての充実を図る観点から，これらの中で重要なものに
ついて支援を行うことが求められる。 
 
  (ｲ) 電子資料の確実な保存とｱｸｾｽ環境の確保 
    電子情報については，従来からその脆弱性や不安定性，移行（マイグレーション）に伴う経費
の確保等の課題が指摘されているところであり，この点については関連する研究・技術開発の動
向の把握が必要である。 








  (ｳ) 電子化の新たな波への対応 
    海外の情報検索サービス業者等と大学図書館との連携については，十分に注視し，動向にあわ
せた適切な対応をとる必要がある。 






  (ｴ) 機関リポジトリの推進 
    今後，我が国が知的財産立国を目指すためには，知の創造と活用を図ることが重要であり，我
が国の研究資源の多くを有する大学にあっては，研究成果等を積極的に発信し，社会に還元する
ことが強く求められている。 
    大学は我が国の多くの研究資源を有する機関であり，その研究成果等を積極的に発信すること
は学内の教育研究活動を活性化させるだけでなく，我が国の学術情報の円滑な流通や社会貢献の
観点からも重要である。 
    これまでも，大学図書館は学位論文や研究紀要等の学内で生産された学術情報を収集，組織化
と提供を行ってきたところであるが，学術情報の収集力の強化はもちろんのこと，学内で生産さ
れた学術情報の組織化と発信力をより強化することが必要である。 












    文部科学省においては，国立情報学研究所が行う機関リポジトリ構築・連携支援事業などを通
じて，そのような取組みの支援を行うことが考えられる。 






 3.3 今後の電子化を踏まえた大学図書館の強化すべき機能 
  (ｱ) 大学の特色等を活かした戦略的な紙媒体資料の収集・保存の必要性 






    また，学術図書資料の安定的な供給を行うという視点から，例えば，特定の分野ごとに紙媒体
資料の収集拠点を戦略的に設定し網羅的に収集することも考えられる。 
 
  (ｲ) さまざまな学術資料の収集・保存体制の確立・強化 












  (ｳ) 電子化を活用した狭隘化等への対策 









  (ｴ) 大学図書館における基盤設備の整備の必要性 
    大学図書館は，学生にとっては学習の場であると共に大学生活の場でもあり，学生に魅力ある
場所としての図書館施設・設備の整備が求められる。 










 3.4 全国の大学図書館に対する基盤としての目録所在情報サービスの枠組みの強化 
   図書館経費の問題や狭隘化対応を考える場合，今後もNACSIS-CAT/ILLを活用したより一層の図書
館間連携が必要である。 






 3.5 大学図書館のサービス機能の強化 
  (ｱ) 高度の専門性・国際性を持った大学図書館職員の確保・育成方策 







    また，こうした国際性のある職員の育成・確保の方策としては，当面，米国のライブラリー・
スクール等でのマスター取得者などの人材を確保することも考えられる。 
 
  (ｲ) 大学図書館による教育支援サービス機能の強化と情報リテラシー教育の推進 
    大学図書館の教育支援サービス機能強化に当たっては，急激に変化し，多様化していく利用者
のニーズに円滑・迅速に対応するという観点が重要である。これまでも，シラバスの収集，指定
図書制度の導入など，個別の授業の要望に応じた取組みがなされてきた。 


















  (ｳ) 利用者ニーズへの対応 
    電子化の急速な進展に適切に対応するため，電子資料についての学内の研究者・大学院生等の
利用者のニーズを的確に把握し，その効果的・効率的な利用について積極的に対応していく必要
がある。 




 3.6 大学図書館と社会・地域との一層の連携の推進 





   こうした公共図書館等との協力関係が発展して，地域協働型の図書館ネットワークを構築するこ
とが望ましい。 
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 ○ 図書館の設置者として 




   地方分権が進む現代の社会においては，それぞれの地方公共団体が独自に情報収集を行い，現状
判断や政策立案を行うことが必要になってきています。また，行政への住民参加が進む中，住民が
自ら必要な情報を収集し，意思決定することも重要になってきています。 
   このために必要となる多様な資料や情報を提供する役割を担うのが図書館です。図書館は，地域
の行政や住民の自立的な判断を支える情報提供施設です。 
















 ○ 利用者及び連携・協力先として 
   図書館が「地方公共団体の政策決定や行政事務に必要な資料及び情報を積極的に収集し，的確に
提供するよう努める」ことは，「公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準」（平成13年文部科学
省告示第132号）において規定され，図書館の本来の業務として位置づけられています。 
   行政部局は，図書館のレファレンスサービス＊１）を活用すれば，政策の立案や事業の企画・開発
等に必要な資料や情報を迅速かつ体系的に入手することができるようになり，業務全体の効率化に
もつながります。 




















































































 (1) 学 校 










 (2) 商工団体や医療･福祉団体等の公的機関 







第２章 提案 これからの図書館の在り方 
 
１．公立図書館をめぐる状況 
 (1) 図書館の現状 
  ① 設置状況 












  ② 条件整備の状況 
    厳しい財政状況が続く中，図書館職員の総数は増加傾向にあるものの，司書・司書補の専任職
員数は減少している（専任の司書・司書補 平成11年度7,658人→平成14年度7,528人）（※１）。 
    図書館資料購入費も削減される傾向にある。１館当たりの平均資料費は，平成13年度から平成
17年度までの５年間で，都道府県立では477万円の減（5,727万円→5,250万円），市（区）町村立
では205万円の減（1,211万円→1,006万円）となっている（※２）。 
    さらに，いわゆる「三位一体改革」の一環として，平成16年度から社会教育に関する補助金が
廃止され，図書館をとりまく状況はますます厳しさを増している。 
















  ③ 管理運営の状況 







  ④ 関連法制の動向 
    社会や国民の意識の変化に伴い，図書館に求められる役割も多様化してきているため，法制度
の整備が行われ，その機能の明確化や，事業の充実が図られている。 












   （※１）出典：社会教育調査報告書（文部科学省） 
   （※２）出典：日本の図書館 統計と名簿（(社)日本図書館協会） 
 
 (2) 社会の変化 
   今日，我が国においては，財政難，少子高齢化や地方分権，国際化の進展等の様々な課題や変化
に直面しており，これらの課題解決のため，多角的な視野からの様々な知識や情報が必要となって
いる。特に，地方公共団体においては，地域の状況に応じた独自の政策立案が求められている。 




    このような状況の中，今後の社会では，自己判断・自己責任の傾向が強まると考えられ，適切
な判断を行うには，判断の参考になる情報を収集し，絶えず学習することが必要となる。そのため
には，必要な知識や情報が適切に入手できるような環境の整備が不可欠である。 
































 (1) 図書館活動の意義の理解促進 





   図書館は様々な主題に関する資料を収集しているため，課題解決や調査研究に際して，どのよう
な課題にも対応でき，どのような分野の人々にも役立つ施設であり，また，関連する主題も含めて
広い範囲でとらえ，多面的な観点から情報を提供することができる。 





   図書館サービスの内容や，図書館の存在意義についてまだ理解が進んでいないのは，図書館関係
者による努力が必ずしも十分でなかったためと考えられる。広く理解を得られるよう，図書館のサ
ービスと活動の内容を見直し，そのことを周知することが必要である。 















 (2) レファレンスサービスの充実と利用促進 
   利用者が，求めている資料を的確に探し出し，あるいは短時間で調査の回答を得るためには，レ
ファレンスサービスの活用が不可欠である。特に調査研究においては，レファレンスサービスを通
じた雑誌記事や新聞記事の検索と提供が必要である。 








   このように，専用カウンターを設置している図書館が少なく，設置している場合でも，２階の参
考図書室や奥まった位置にあることが多い。レファレンスサービスの存在を知る利用者が少なく，
実際の利用も少なかった原因の一つはここにあると考えられる。 














   また，図書館に来館しにくい人や勤務時間後に図書館の利用を望む人のために，電話，ファック
ス，電子メールでレファレンス質問を受け付け，学校，行政部局，市民団体，商工団体等の組織に
対して広報することも必要である。 





 (3) 課題解決支援機能の充実 





















































 (4) 紙媒体と電子媒体の組合せによるハイブリッド図書館の整備 

















   また，携帯電話も含めた電子メールによるレファレンスサービス，メールマガジンの配信など，
積極的な情報発信も充実すべきである。 
   電子情報の活用により，障害者等の図書館への来館が困難な人々にとっても情報を活用できる範
囲が広がり，自立の促進につながることが期待されるため，そのような観点からも取組を進めるべ
きである。 
   さらに，今後は，行政機関等が発行する電子情報を整理・保存し，デジタル・アーカイブ機能を
志向することも，図書館の重要な役割になっていくと考えられる。 










 ☆メールマガジンの配信  
 配信頻度は週１回で，内容は新刊書の刊行予定と新着資料案内を中心に，行事案内やお知らせ，資
料情報へのリンクなどを掲載している。 
 ☆テーマによる所蔵リストの提供  
 季節の出来事やニュース記事，図書館の行事などと関連した所蔵資料の情報提供を行う。 










































年     度 2000 2001 2002 2003 2004 
図書館数（館） 420 437 462 471 487 
蔵書冊数（図書のみ）（万冊） 2,516 2,697 3,097 3,447 3,842 
閲覧・貸出数（万冊） 10,161 10,873 11,007 17,967 17,270 
運営予算総額（百万ウォン） 186,449 231,516 300,715 354,576 345,624 
 注) ・自治行政部所管の公共図書館及び教育庁所管の公共図書館を対象とする。ただし，国立中央図書館は含まない。 
















年     度 2000 2001 2002 2003 2004 
図書館数（館） 66 67 57 40 41 
蔵書冊数 
（図書（万冊）＋定期刊行物（万点）） 
702 738 752 790 800 
貸出数（万冊） 2,503 2,795 2,867 2,696 2,634 
運営費総額（決算額） 
（百万シンガポールドル） 
165 181 167 160 165 
 注) ・国立図書館，地域図書館，コミュニティ図書館，コミュニティ子ども図書館を対象とする。 
   ・図書館数が2001年度以降減少しているのは，図書館（コミュニティ子ども図書館）の定義に変更があったためと考え
られる。 














 (5) 多様な資料の提供 
   これまでの図書館は，図書の提供が中心であったが，今後は，図書だけでなく，雑誌記事や新聞
記事も重視することが必要である。また，地域資料や，地域の機関や団体が発行しているパンフレ
ットやちらしを提供することも，地域の課題解決や地域文化の保存の観点から重要となってくる。 
   雑誌に掲載される記事や論文の特徴として，その時々に関心の高いテーマを取り上げている，記
事の件数や著者の数が多い，単行本に収録されない情報が多い，詳細な主題検索が可能である，バ
ックナンバーは書店では入手しにくい等があり，調査研究や課題解決支援に不可欠である。 







































 (6) 児童・青少年サービスの充実 
   子どもの読書離れを防ぎ，子どもの読書を盛んにするため，学校との連携を図りつつ，図書館の
児童サービスを充実することが必要である。 

















   なお，前述の「生徒の学習到達度調査」で読解力が第１位のフィンランドでは，読書を積極的に
推進しており，人口当たりの図書館数が多く，図書館利用率が非常に高いと言われている。 






























 (7) 他の図書館や関係機関との連携・協力 
  ① 図書館間の連携・協力 
    図書館は，相互に連携協力することによって，図書館サービスを拡大・発展させ，運営の効率
を向上させることができるため，連携・協力をさらに拡大するべきである。 













    こういった取組を進めるためには，図書館間のネットワーク形成，運営の経費負担の在り方等，
持続可能な仕組みについて検討を行い，コンソーシアム＊６）の設置や協力協定などの工夫を行う
ことが必要である。 

































  ② 行政部局，各種団体・機関との連携・協力 




































 ① 室の設置…書架，テーブル，図書館システム・庁内ＬＡＮ端末各１台を設置。 




 (8) 学校との連携・協力 
   子どもの読書活動や学習活動を推進する上で学校図書館の活用が進んでいるが，図書館は，こう
した学校図書館の活用が進むよう学校図書館への支援を積極的に行う必要がある。 





























 (9) 著作権制度の理解と配慮 











 (1) 図書館の持つ資源の見直しと再配分 




   これらを実現するためには，図書館の経営方針や，資源配分の優先順位と比率の見直しが必要で
ある。小規模な図書館であっても，適切な資源配分を行うことにより，充実したサービスを提供で
きている例もある。 










 (2) 図書館長の役割 
   図書館を社会環境の変化に合わせて改革するためには，図書館の改革をリードし，図書館経営の
中心を担う図書館長の役割が重要であり，今後ますますその重要性が高まると考えられる。 
   図書館長は，社会や地域の中で図書館が持つ意義や果たすべき役割を十分認識し，その実現に向
けて職員を統括し，迅速な意思決定を行うことが必要である。 








 (3) 利用者の視点に立った経営方針の策定 
   図書館の経営にあたっては，開館時間の延長や来館が困難な人への対応，利用条件の緩和，利用
者の声を運営に反映させる仕組みづくりなど，利用者の視点に立った経営方針の策定や，サービス
内容の見直しが必要である。 




   これらの取組を効果的に行うためには，他の部局とも連携し，地域全体として検討・推進してい
く必要がある。 
 
 (4) 効率的な運営方法 












   この他にも，個々の職員の能力を生かしつつ，利用者のニーズの変化や新しいサービスに迅速に
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対応できるよう，チーム，グループ制などの柔軟性のある組織の導入についても検討が望まれる。 
   また，ＢＤＳ＊11），自動貸出機，ＩＣタグの導入など，省力化と経費節減につながる機械化を進
めたり，業務の内容に応じて業務委託を進めることも考えられる。 







 (5) 図書館サービスの評価 
   図書館サービスの評価は，地方公共団体が行う政策評価の一環として位置づけられるようになっ
てきている。図書館サービスの必要性，有効性，効率性等の観点から評価を行い，住民に公表して
いくことが求められている。 























 目標１ 付加価値の高い情報発信 
  基本指標：レファレンス・サービス総件数，集会活動の参加者数及び講座等開催回数，職員研究
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       活動及び成果発信件数 
 目標２ ネットワークのセンター的機能の強化 
  基本指標：市町村立図書館職員等対象の研修参加人数 















 (6) 継続的な予算の獲得 










 (7) 広 報 



















 (8) 危機管理 
   図書館では，飲食，大声，異臭，泥酔，わいせつ行為，つきまとい，暴力，暴言等の迷惑行為や，
盗難（利用者の持ち物，資料切取・持出），事故（館内，自転車置き場等），個人情報の流出などの
トラブルが発生している。また，地震，水害，豪雪等の自然災害や火災等の災害も発生している。 










 (9) 図書館職員の資質向上と教育・研修 
  ① 図書館職員の資質向上 






  ② 図書館職員の研修，リカレント教育 
    今後は，図書館職員の研修，リカレント教育に一層力を入れるべきである。 













    図書館に配属された事務職員向けに初任者研修のプログラムを開発し，図書館の社会的役割や
可能性について重点的に取り上げることが必要である。 
    また，研修においては，地方公共団体は，国や地方公共団体が提供する行政情報や審議会情報，
業務改革の事例報告等を周知し，活用することが必要である。 
  ③ 司書の養成 
    司書の養成課程では，実践的かつ専門的な知識・能力を身に付けるとともに，地域社会の課題
やニーズを把握する能力，情報技術，図書館経営能力など，改革の進んだ図書館で必要となる能
力を身に付けるための教育を行うことが必要である。 





    また，司書資格については，司書資格の修得科目改正の際に，従来の科目で資格を取得した司
書の再教育を行うこともあわせて検討する必要がある。また，一定期間ごとに何らかの教育・研
修を行って資格を更新する更新制度の検討も必要である。 
  ④ 専門主題情報担当者の教育 
    今後，医療，法律などに関する情報提供サービスを行うために，各分野の情報について高度な
教育を受けた司書を養成する必要がある。 











































   図書館の管理運営形態については，地方公共団体が直接運営するほか，平成15年９月に導入され
た指定管理者制度により，民間事業者を含めた法人その他の団体による管理運営が可能となってい
る。 


















 (1) 都道府県の役割 
   都道府県教育委員会は，本提言で示している図書館の新しい在り方の実現に向けて，都道府県の
図書館政策の指針を示すとともに，その実現に向けて主体的に先導することが望まれる。 





 (2) 国の役割 
   国は，先進事例の収集・情報提供や，モデル事業の実施と成果の普及，図書館の在り方の提示等
を行うことが求められる。 







 (3) 国立国会図書館の役割 
   国立国会図書館では，全国の図書館との連携・協力を任務の一つとして掲げている。 
   現在，国立国会図書館では，図書館へのサービスとして，資料の貸出，複写，郵送や電子メール
等によるレファレンスサービスを行っている。また，インターネットを通じて，図書館サービスの
情報源となる一次情報，二次情報等を幅広く提供している。 
   図書館協力事業としては，国立国会図書館総合目録ネットワーク事業，レファレンス協同データ
ベース事業，図書館職員を対象とした研修及び，図書館支援のための調査研究を実施しているほか，
公立図書館との人事交流等も行っている。 
   また，支部図書館である国際子ども図書館は，国内外の関係機関と連携・協力して児童書に関す
る広範な調査・研究を支援するナショナルセンターの役割を果たすとともに，子どもが本と図書館
に親しむきっかけを与えるための各種サービスを実施している。 






























































 (1) 生涯学習を振興していく上での基本的考え方 















  ○ このため，今後，次のような基本的な考え方の下に，学校・家庭・地域が連携協力しながら，
それぞれの教育力の向上を図るとともに，社会全体で生涯学習社会の実現を目指すことが重要で
ある。 
   ① 「個人の要望」と「社会の要請」のバランスを確保する。 
   ② 「生きがい・教養」だけでなく「職業的知識・技術」を習得する学習を強化する。 




 (2) 今後重視すべき視点 
  ① 国民の学習活動を促進するために必要な５つの視点 
   ア．国民全体の人間力の向上 




     また，学習活動は，一面で健康増進による社会保障費の節減，安全・安心な地域づくりの促
進など，社会のセーフティーネット作りに貢献するといった効果もある。このため，国や地方
公共団体等を中心として，国民の学習活動を積極的に支援することが必要である。 
   イ．「公共」の視点の重視 
     自らの知識・技術・経験を生かしたいと考えている人々が地域や社会の課題解決や形成に主
体的に参画し，活躍することが求められている。このため，地域や社会の課題や歴史・文化な
どに関する学習活動の支援を行う必要がある。 
     また，住民が，学校・社会教育施設・企業・ＮＰＯ等の民間団体等との協働の中で，自らの
意思に基づいて，社会の課題の解決に取り組んでいく学習活動を支援する必要がある。 
   ウ．人の成長段階に即した多様な選択肢を提供する政策の重点化 





   エ．実社会のニーズを生かした多様な学習機会の提供 




   オ．情報通信技術の一層の活用 





  ② 家庭の教育力向上に必要な３つの視点 
   ア．親と子どもの主体的な「育ち合い」（共育） 
     親も子育てを通じ親として成長するものであり，親も子どもも共に育ち合うというスタンス
に立ち，親の能力もうまく引き出しながら，親子共に自立的に成長していくするための支援に
つなげることが必要である。 
   イ．地域全体での子育ての「支え合い」（共同） 




   ウ．多様性の認識の「分かち合い」（共生） 
     家庭教育などの在り方や行政の支援を考える際には，家庭教育には多様なスタイルがありう
ることを理解し合い（分かち合い），常に基本に据えておく必要がある。 
 
  ③ 地域の教育力向上に必要な３つの視点 
   ア．地域全体での子育て「支え合い」（共同） 
     地域全体で「地域の子」，「社会の子」として子どもを見守り，子育て家庭を支援していこう
とするという意識変革が大切である。また，個々の親の責任という観点だけから考えるのでは
なく，地域社会を見据えた視点が必要である。 
   イ．地域の課題解決は地域自身の手で「助け合い」（共生） 
     地域の課題は地域の人々自身が解決するという住民自治の理念を具体的に実現していくため
には，地域の人々が社会に関わる力を向上させていくことが大切である。 
   ウ．家庭や地域の教育力と学校教育の効果的な連携「つながり合い」（共育） 






 (1) 「学び」の機会を総合的に提供・支援するシステムの構築 






  ○ あわせて，このような取組を進める民間団体等の自立的，継続的な活動を支援するため，民間
の資金の活用も含めた財政的な基盤を確立する方策を検討することが重要である。 
  ○ 社会教育施設・大学・専修学校・企業・ＮＰＯ等の民間団体において，社会人のキャリアアッ
プや地域活動の参加に役立つ実践的な教育プログラムを共同で開発し，このような教育プログラ
ムの学習成果が広域的に通用し，活用されるようその普及を図る。 





















 (2) 個人の「学び直し」に対する支援 













 (3) 学習成果が適切に生かされ評価される方策 
  ○ 国民一人一人の学習活動を促進するためには，個々人の学習成果が社会全体で幅広く通用し，
社会のそれぞれの場において活用できることが重要であり，そのためには，学習内容を相互に比
較し，それを評価する制度の構築が必要である。 
  ○ しかしながら，このような制度の必要性は従来も指摘されているものの，多種多様なあらゆる
学習成果を客観的に定量化して評価できる適切な尺度や方法等はいまだ構築されていないため，
学習成果の社会的通用性の確立に向けた具体的な施策はこれまで講じられて来なかった。 















  ○ 本制度の普及・定着状況を踏まえつつ，将来的には，学校の卒業認定とは別に，社会教育施設・
大学・専修学校・企業・ＮＰＯ等の民間団体等が提供する学習内容（学習成果）を評価し，全国
的な通用性を保証するための制度を構築することが考えられる。 









 (4) 若年者・女性・団塊世代・高齢者に対する支援 





  ○ 高校生など若者層の自主的な進路選択及び職業教育の涵養に資するよう，実践的な職業教育機
能を有する専修学校が高等学校と連携するなど職業教育を推進することが重要である。 
  ○ また，専修学校を活用し，就職後早期に離職した者，定年退職を控えた中高年，子育て等によ
り就業を中断した女性，ニート等を対象とし，それぞれの特性等に応じた職業能力の向上のため
の学習機会の充実を図る。 
  ○ 出産・育児等により離職し，再就職を希望する女性の再チャレンジのため，身近な場所での再
チャレンジ支援講座，成功事例（ロールモデル）の収集・提供，学習相談等を行う女性メンター
の養成を実施する。 




 (5) 「公共」の課題に取り組む社会教育の振興 















































  ○ あわせて，これらの機能を十分に発揮し，図書館活動の質を向上するため，図書館の専門的職
員である司書等の知識・技術を高めることが急務であり，望ましい司書等の資格や養成の在り方，
研修や再教育の実効性を高める方策を検討する必要がある。 
  ○ 住民が，地域の自然や人々の営み，歴史，文化を学ぶことによって地域の課題を理解し，課題
を解決するための活動に積極的に参画していくことが望まれる。このような中で，各地域の博物
館は，地域の活性化につながる地域づくりの核として重要な役割を果たすことが期待される。 






 (1) 家庭の教育力向上のための具体的方策 
  ① きめ細かな家庭教育支援 
   ○ 子育ての悩みや様々な課題・困難を抱える親への情報提供・相談体制を充実するため，子育
てサポーターリーダー等のボランティアや保健師等の専門家が連携して，子育ての悩みや問題
を抱える家庭に対する育児相談や情報提供等を行う訪問型の家庭教育支援を推進する。 
   ○ また，職業生活や子育て経験を通じて培った知識・技術を持つ地域の団塊世代や高齢者が，
新しい子育ての知識や若い世代の価値観への理解を深めた上で，子育て支援をすることができ
るよう，地域の子育て関係機関との連携の下，研修を実施することも有用である。 
   ○ 従来，教育・福祉・医療等の様々な分野で取り組まれてきた研究成果も踏まえ，孤立しがち
な親や問題を抱えた親等の実態についてきめ細かな調査研究を行うことが必要である。また，
このような研究成果を，今後の家庭教育支援に生かしていくことが重要である。 




   ○ 各発達段階における子育ての課題や悩みの解消などにきめ細かく対応するため，各段階に応
じた課題別の子育て講座の提供を，子どもの健診等の親の多く集まる機会を活用し，推進する。 
 
  ② 親子・世代間で育ち合う子育てを応援する社会づくり 
   ○ 子育て理解促進のため，中学・高校生が幼児やその親とのふれあいを通じて，子育ての楽し
さ・生命や家族の大切さを理解するような取組を促進する。 




  ③ 子どもの生活リズムの向上 
   ○ 子育て支援団体のリーダーや社会教育主事等の指導者が，子どもの生活リズムの向上に資す
る事業の企画・立案や親への相談等に応じる際の参考となるような資料を作成する。 




   ○ 子どもの生活リズム向上のための取組を行っている先進地域における事例研究や効果の分析，
検証等を実施する。 
 
  ④ 社会や地域ぐるみの家庭教育支援 




   ○ 学習機会等の情報につき，企業・ＮＰＯ等の民間団体等の協力も得た多様なＰＲ活動を推進
するとともに，家庭教育全般に関するより効果的な情報提供の在り方について検討を行う。 









 (2) 地域の教育力の向上のための具体的方策 
  ① 「放課後子どもプラン」の創設 













  ② その他幅広い視点からの地域の教育力の向上のための方策 




   ○ 地域における子どもの安全確保を図ることは，地域における教育力を考える上で必要不可欠
なことであり，地域の大人の協力を得て，防犯ボランティア活動を一層推進する。 
   ○ 地域の教育力の向上に果たす文化・スポーツの役割も重要であり，地域における伝統文化の
継承などの文化活動や，誰もがいつまでもスポーツ活動に親しむことができる環境の整備など
もさらに推進する。 







 (1) 学習活動を支援する多様な人材が育つ仕組の構築 






  ○ このため，これらの学習支援を行う人材の役割と機能，また，人材に求められる基本的な資質・
能力を整理し，具体的な育成の在り方等について，有識者や関係機関等によって構成される検討
会等において，今後，さらに検討することが必要である。 





















   ・都道府県レベルの社会教育施設が複数の大学・民間団体等と連携して行う事業 
   ・複数の社会教育団体や民間教育事業者が行う全国的な人材育成事業 
   ・大学コンソーシアム等において複数の大学等と教育委員会が協力して行う事業 
   等が考えられるが，引き続き，有識者等による検討が必要である。 












 (2) 学校・家庭・地域の連携協力を促進するための方策 
  ○ 学校・家庭・地域の連携協力に当って，学校教育，社会教育，家庭教育がそれぞれ担うべき役
割と責任を明確にするとともに，学校教育との連携協力及び家庭教育への支援が社会教育行政の
責任の一つであることを明確にする。 


























  ○ 学校外からの人材の活用については，前述２．(5)に指摘されているように，学校で，社会教育
主事資格を有する者や，前述の学習コーディネーターの中でも，学校教育支援を専門とする者（学
校教育支援コーディネーター）を活用することを推進する必要がある。 


















































  ～知の循環型社会の構築を目指して～（抄） 
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 (1) 図書館職員の研修の現状 
  ○ 厳しい財政状況や市町村合併等を契機とする組織の見直し等を背景に，図書館においては，図
書館全体の職員数は増加しているものの，専任職員は減少し，兼任職員や非常勤職員の増加が進
んでいる。  
  ○ その一方で，近年，図書館の情報化や子どもの読書活動への支援，地域住民の学習ニーズの多
様化への対応，地域の課題解決や地域振興への支援など様々な課題への対応等が求められている。  
  ○ このような状況の中，図書館職員は，業務量が増大しており，研修に参加する時間が確保でき
なくなっている。とりわけ，専任職員の減少が，多忙感に拍車をかけているという指摘もある。
また，研修経費の確保や，研修期間中の業務のフォローが難しくなっている。  








  ○ 「図書館職員の資格取得及び研修に関する調査研究報告書」（平成18年度文部科学省委託調査研
究）では，図書館職員研修の現状や今後必要な研修内容等について，都道府県・市区町村教育委
員会や県立図書館へのアンケート調査の結果に基づいて，以下の報告がなされている。  
   ・近年注目されている研修テーマとしては，「レファレンスサービス」や「児童サービス」，「図書
－323－ 
館運営全般」，「著作権」，「指定管理者制度」などが挙げられる。  
   ・研修の実施形態は，講義や演習・実習形式による開催が多い。都道府県や国レベルの研修では，
ワークショップ方式も比較的多く取り入れられている。  
   ・多忙な職員が学習しやすいように，都道府県立図書館や都道府県図書館協会等では，講義要綱
やテキストの公表・提供などのほか，図書館休館日に開催するなどの工夫が行われてきている。  
   ・研修の参加者に対する修了条件はほとんど設けられておらず，参加者の研修内容の修得度や参
加実績の評価もほとんど行われていない。しかし，一部では，レポート提出による修得度の評
価や，修了証書の発行による参加実績の評価などが実施されている例もある。  
   ・研修会の参加に対する支援では，研修情報の提供や研修費用の補助などが行われているが，参
加期間中の職場における人的代替措置等はほとんど実施されていない。  
   ・研修会の参加のほか，他の図書館や部署との人事交流などによる現職職員のスキルアップも重
視されている。  
 
 (2) 司書の養成の現状 
  ○ 司書の養成は，司書講習及び大学における司書講習科目に相当する科目の開設により行われて
いる。司書講習の科目は，図書館法施行規則（昭和25年文部省令第27号）で規定されている。  












   その理念を実現するための教育の目標が新たに定められており，これを人間像の観点から言い換
えれば，概ね以下の３つに集約することができる。  
  ① 知・徳・体の調和がとれ，生涯にわたって自己実現を目指す自立した人間の育成  
  ② 公共の精神を尊び，国家・社会の形成に主体的に参画する国民の育成  













  ☆情報通信技術の活用 
   １．資料のデジタルアーカイブ化等の情報通信技術の発展に対応した規定を法令上設けることが
必要ではないかとの指摘があり，引き続き検討する必要がある。  
  ☆司書等の在り方  
   １．大学において履修すべき図書館に関する科目について法令上明確に定めること等が考えられ
る。  
   ２．司書講習及び大学における司書養成課程等において履修すべき科目，単位についての具体的
な見直しについては，引き続き検討する必要がある。  
   ３．司書補の資格要件について，高等学校卒業程度認定試験の合格者等，大学に入学することの
できる者を対象とすることが適当である。  
   ４．任命権者のほか，文部科学大臣及び都道府県が司書及び司書補の研修を行うこととする旨の
規定を法令上設けることが考えられる。  
   ５．司書となるために社会教育主事や学芸員としての実務経験を評価できるようにすること等が
必要と考える。  
  ☆社会教育を推進する地域の拠点施設のあり方  
   １．家庭教育の向上に資する活動を行う者を図書館協議会の委員にできるよう法令上明確に定め
ることが考えられる。  






















  ・社会の変化や地域の状況など図書館を取り巻く環境や制度等に関する知識。  
  ・図書館の存在意義を理解し，外部の人々にそれをわかりやすく説明できる能力。  
  ・生涯学習社会に対応し，人々の学習活動を支援するとともに様々な質問や問い合わせに対応する
知識や技術。  














 (1) 研修の対象者 
   「図書館サービス業務に携わる職員」及び「管理職」に対する研修を，司書資格の有無，職務内
容，採用区分などを考慮して以下のとおり区分した。 
  ① 司書，司書補  
  ② 管理職  
  ③ 上記以外で図書館サービス業務に携わる職員  
  ④ 短期雇用者  
 
 (2) 研修の領域 
   図書館での経験年数等に応じて，研修内容の専門化，高度化等を図っていく必要がある。 
  ① 初任者を対象とする研修  
  ② 経験年数に応じた研修（キャリアアップ研修）  
  ③ 管理職研修  
  ④ 図書館サービス向上のための研修  
  ⑤ 特定分野の専門性を高めるための研修  
 
 (3) 研修の実施主体 




  ① 国レベル…国，又は全国を対象に研修を実施する団体。全国をブロック単位に分割して行うも
のも含む。  
  ② 都道府県レベル…都道府県，又は都道府県内を対象に研修を実施する団体。  
  ③ 市町村レベル…市町村，又は市町村内を対象に研修を実施する団体  
  ④ 各図書館内における研修  







 (1) 研修の対象と領域 
  ① 初任者を対象とする研修 
   ・初任者研修は，図書館に就職して初めて参加する研修である。図書館業務の最も基本的な内容
を修得するとともに，地域における図書館の意義や役割を認識するほか，公立社会教育施設の
職員としての倫理を身につけること等が必要である。  
   ・また，司書，司書補などの研修は研修参加者の人数や講師の確保等の観点から，都道府県レベ
ルで行うことが効果的かつ現実的である。  
   ・司書資格の有無により知識や技術に差が生ずる場合は，コース別の科目を設けるなど，対象者
や内容，研修方法に工夫が必要である。  




  ② 経験年数に応じた研修（キャリアアップ研修） 
   ・研修内容としては，司書養成科目の内容についての最新の知識・技術や，養成科目ではあまり
触れられない知識・技術（主題専門分野の知識など），役職等に応じて必要となる知識（管理
職のための公共経営と組織管理のための知識など）等が挙げられる。  
   ・また，経験年数に応じて，職務内容が専門化・高度化される一方で，資格取得時からの時間の
経過に伴って，必要な知識や技術も変化することが多い。  
   ・このため，経験年数に応じた研修では，資格取得時に修得した知識や技術をもとにして，社会
の変化や新たな課題に対応した図書館サービスに必要となる，最新の知識や技術を加えること
が必要である。 




  ☆ 経験年数等に応じた研修の事例 千葉県 








    このように，県立図書館では研修事業に力を入れており，豊富な研修プログラムを実施してい
る。研修の企画・運営は，図書館職員が担当しており，若い職員にとっては，経験豊かな職員か
らの専門的知識や経験の継承や，自身のスキルアップにつながっている。 
    平成18年度の研修参加者数は963人であり，県内公共図書館の専任職員760人が，年間１人１回
以上参加していることになる。 
   〔研修内容〕 
    ① 新任職員研修  
      県立図書館  
       公共図書館新任職員研修会，レファレンス研修会〔基礎 ２回〕，児童サービス基礎研修
会〔４回〕 
    ② 中堅職員・館長研修  
      県立図書館  
       レファレンス研修会〔専門，インターネット情報検索 ２回〕，公共図書館サービス計画
研修会  
      県公共図書館協会  
       スキルアップ研修会〔児童奉仕 ２コース ３回〕・〔参考調査〕・〔郷土行政資料〕  
      県教育委員会  
       図書館長研究協議会  
    ③ 職員全体を参加対象とした研修  
      県立図書館  
       図書館運営研修会，地域行政資料研修会，資料補修研修会，図書館ネットワーク研修会，
障害者サービス研修会  
      県公共図書館協会  
       視察研修会  
      県教育委員会  
       公立図書館と学校の連携を図るための研修会  
     ※ 県公共図書館協会は，ブロック（７地域）で独自の研修を年１回実施することがある。  
   〔今後の課題〕 




    ○ 健康情報や行政支援サービス，図書館サービス計画の立案，図書館資料の選定・蔵書構築
など，図書館をめぐる諸環境の変化による多様な研修ニーズに応える必要がある。  
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    ○ 講義だけではなく，演習（ワークショップ）を含む参加型の実践的な研修を一層充実する
必要がある。  
 
  ③ 管理職を対象とする研修 
   ・管理職は，社会や地域の中で図書館が持つ意義や役割を十分認識し，その実現に向けて職員を
統括し，迅速な意思決定を行うことが必要である。また，地方公共団体の行政部局や議会に対
して，図書館の役割や意義を理解してもらうよう積極的に働きかけを行うことも必要である。  
   ・管理職がこれらの役割を果たすためには，図書館を取り巻く環境や制度，図書館の役割や意義，
図書館経営などについて，継続的に研修を受講して知識・技術を高めることが重要である。  
   ・都道府県が主催する管理職研修においては，図書館運営形態や危機管理等をテーマとする研修
への出席率が高く，このような各図書館が直面している経営上の課題についての研修を更に充
実させる必要がある。  







  ④ 図書館サービス向上のための研修 




   ・例えば，他の図書館と，一般書の選定などの基礎的な図書館活動について情報交換を行うだけ
でも，より有効な業務方法を見出すことができ，生きた研修となる。  




  ☆ 図書館の役割等に応じた館内研修の事例：我孫子市民図書館 
    我孫子市民図書館で行っている研修は，主に，図書館業務を修得するための基礎的な研修，図
書館サービスを全体的にレベルアップするための研修の２つに区分される。 
   【研修内容】  
    ① 図書館業務を修得するための基礎的な研修 
      初任者や非正規職員を対象とし，図書館業務に関する基礎的な知識を修得することを目的
とする。具体的には，資料検索，インターネット検索，資料修理，接遇，障害者サービス，
著作権法，電算管理，図書館のホームページの更新等についての研修を行う。  
    ② 図書館サービスを全体的にレベルアップするための研修 




      このほか，必要に応じて，クレーム対応，文書の書き方，外部研修受講者が研修内容を伝
えるなどのテーマで，適宜，研修を実施している。  
   【今後の課題】  
    ○ 研修内容について  
     ・一般資料や視聴覚資料，調べ学習のための資料の内容に関する研修が不足しており，今後
充実が必要である。  
     ・市の行政の仕組み等について学ぶための研修が必要である。  
      ・ よくあるレファレンス事例を多数把握するなど，日頃の業務に直接的に役立つ内容の研修
も，もっと充実する必要がある。  





  ⑤ 特定分野の専門性を高めるための研修 
   ・社会の変化等に応じた新たな課題等に対応する分野，例えば新しい情報技術の活用やビジネス
支援，行政支援や医療関係などのテーマについての体系的な研修が少ない。  
   ・とりわけ，高度情報化への対応が遅れているため，デジタル情報の利用能力を高めるための研
修を，当面重点的に行うことが必要と考えられる。  
   ・一般書各分野・視聴覚資料（音楽・映像）などについての知識を身につける場も不足している。
分野が幅広くて技術革新が著しく，習得すべき知識も膨大であるため，全国的なレベルでの研
修の実施も望まれる。  
   ・児童サービスとレファレンスサービスに関する研修は，比較的多く行われているものの，地方
都市や町村部では，これらの研修でさえ十分に実施されておらず，大都市圏とそれ以外の地域
での研修機会の格差の是正が必要である。  
   ・また，長期的な展望に立ち，全国的なレベルで計画的にビジネス支援や法律，自然科学など様々
な分野の専門家を養成することが必要であるという指摘もあった。  
 
  ☆ 特定分野の専門性を高めるための研修の事例：デジタルライブラリアン講習会（デジタルライ
ブラリアン研究会） 








   受講対象者 
    司書資格を持っているか，公立図書館の実務経験（正規職員，非常勤，嘱託，臨時など）が２
年以上の者  
   定 員 
    20人 
   期間等 
    延べ７日間（隔週月曜午後，１回４時間）  
   受講評価  
    ５回以上の出席とレポート審査にもとづき合格者に修了証を交付。なお，優れたレポートは，
高度映像情報センター（ＡＶＣＣ）の報告書に掲載し，公表している。  
   研修内容  
   テーマ  
    第１週 ハイブリッド図書館のめざすもの  
      (1) 「これからの図書館像－地域を支える情報拠点を目指して－」  
      (2) 行政戦略としてのビジネス支援サービス－図書館と支援機関の連携によるビジネス支
援の模索－  
    第２週 図書館におけるインターネットの可能性  
      (3) 情報検索－出版情報，サーチエンジン，ウェブサイト演習  
      (4) 公共図書館における地域情報，ビジネス支援のサイト・リンク集演習  
    第３週 公共図書館におけるデータベース活用法  
      (5) ビジネス支援図書館におけるデータベースの活用事例  
      (6) 公共図書館における健康情報サービスの方法と課題  
    第４週 図書館による情報発信(1)  
      (7) webページ作成に関わる工夫，webページとプログラム演習  
      (8) webページを用いた図書館の情報発信  
    第５週 図書館による情報発信(2)  
      (9) デジタルデータの作成，蓄積とxmlの活用－演習を中心に  
     (10) webページを用いた図書館の情報発信  
    第６週 プッシュ型メディアによる図書館の情報発信  
     (11) メールマガジン，ＲＳＳによる図書館の情報発信  
     (12) メールレファレンスとパスファインダーづくり  
    第７週 地域電子図書館とデジタルライブラリアンの役割 
     ＜ワークショップとプレゼンテーション＞  
     (13) 地域のポータルサイトとしての公共図書館  
     (14) 受講者が考える図書館の「情報発信」  
    修了レポート提出  
 
  ⑥ 教育の手法（上記各研修の共通事項として） 





   ・このため，研修の手法には，講義だけでなく，ワークショップ形式やレポート作成などをより
多く取り入れる必要がある。また，参加者を地域や現場での研修の講師に育てる観点から，参
加者によるプレゼンテーションを取り入れることも重要である。  




  ☆ 演習の事例：図書館司書専門講座「図書館サービス計画の企画・立案」 







   ○ 演習内容 




     演習では，都道府県・市町村立図書館の経験を積んだ司書（演習講師）と国社研職員がチー
ムになって指導に当たり，１チームが４グループを指導する。 





     演習の最終日には，各グループが作成した計画書を発表し，各演習講師が助言，評価を行う。  
   ○ 演習の評価等 
     参加者による事後アンケートの結果では，受講生の96パーセントが，本演習を「よかった」
と評価している。また，全日程を通して特に良かった（印象に残っている）内容として，この
演習が最も高い評価を得ていた。 
     受講生からは，「館によってサービスレベルが違うので，計画性をもって業務を行っている人
の意見はとても勉強になった」「短い時間でこれだけやれるということが実感できた。演習講
師のアドバイスが大変的確だった。」などの感想が寄せられている。  
   演習テーマ（平成19年度） 







 (2) 研修の形態や方法等 
  ① インタ－ネット等を活用した遠隔教育や，遠隔教育と集合学習との組合せなど様々な形態の研
修 
   ・大都市圏とそれ以外の地域で研修機会に格差があることや，職員の多忙感が研修参加への障害
となっている現状等を踏まえ，今後は，インターネット等を活用した遠隔教育による研修を積
極的に取り入れることが必要である。  





   ・テキストや講義録をデジタルコンテンツ化し，配信することも必要である。また，よくある質
問とその回答をインターネットに掲載したり，研修終了後も質問を受け付けることも，研修成
果を高める上で効果的である。  
   ・なお，インターネットを活用した遠隔教育の導入に当たっては，まず，配付資料や教材の配信
から着手し，静止画の配信，動画配信，メールでの質疑応答，リアルタイムでの質疑応答等，
できるところから段階的にでも取り入れていくことが重要である。  
   ・遠隔教育の全面的な導入が困難な場合でも，集合研修の事前学習として，メール等を活用して
参考文献の指示や課題を与えることなども効果的である。  





  ☆（参考） 
   大学の授業におけるインターネット等を活用した遠隔教育の事例：八洲学園大学 




     ここでは，インターネットを活用した遠隔教育の手法として，メディアスクーリングについ
て紹介する。 
   ○ パソコンの画面の構成 




   ○ 授業の進め方 











     宿題を出すこともある。約90パーセントの学生が期限内に提出し，学習意欲の高さが伺える。  
   ○ 運営について 
     学生間の交流を図るため，科目専用の掲示板を作成したところ，学生が様々な情報を寄せて
きた。さらに，これとは別に学生間のチャットを立ち上げるなど，仲間意識も生まれているよ
うである。 
     Ｅ－ラーニングでは，学生の出欠確認が非常に重要である。八洲学園大学では，システムに
学生のＩＤとパスワードが登録されており，科目毎に，担当教官が，学生の入退室の状況を画
面上で把握できるようになっている。 






  ② １ヶ月に１～２回の研修を1年間かけて実施するなどの分散型研修 
   ・参加者，講師ともに負担は大きいが，研修内容についての自学自習やレポート作成の時間が確
保できるなどの点で有効である。  
 
  ③ 国レベルの研修を地方でも開催 
   ・経費や実施体制，講師の確保などの課題があるが，地方では企画できない研修が受講できるメ
リットがある。  
 
  ④ 研修プログラムを部分的に参加対象者を拡げて実施 
   ・既存の研修プログラムの一部を，職階が異なる者や他館種の職員等，募集対象者以外の図書館
関係者にも開放することにより，知識・技術の共有を図ることが可能となる。  
 
  ⑤ 大学，大学院の授業や公開講座等の活用 




    ･ 大学や大学院においては，図書館職員を対象にした研修の機会を充実することが望まれる。 
    その際，図書館職員の勤務形態は変則的であるため，現場の職員が参加しやすいよう開講時間
を設定するなど，受講者の拡大のための配慮・工夫が望まれる。これらについて，図書館関係
団体等が協力して要望していくことも考えられる。  
   ・近年，大学院へ職員を派遣する研修制度を実施している地方公共団体もあり，こういった制度
をより多くの図書館で活用することが望ましい。  
 
  ⑥ 他の図書館での実務研修の実施 
   ・他の図書館で実務研修を行い，他館の管理・運営を知ることにより，その長所・短所を自館の
図書館サービスの向上に生かすことができる。  
   ・実務研修は，図書館の規模やサービスが，自館と同程度の図書館で実施することが効果的であ
る。一方，より進んだ図書館活動を展開している図書館での実務研修も有効である。  




  ⑦ 研究の奨励と，研究発表の場の確保 





  ⑧ 地方公共団体で定期的に研修を実施するための体制の工夫 
   ・都道府県立図書館では，県内の図書館職員等を対象とした研修の質の維持・向上に努めている
が，図書館職員の業務量が増大する中，専任職員の比率は減少してきており，研修の実施体制
を確保することが困難になってきている。  
























  ☆ 研修の評価の事例：図書館司書専門講座のアンケート 
    図書館司書専門講座では，研修開始時と研修終了後にアンケート調査を実施し，翌年度の講座
の企画・運営に反映させている。アンケート調査は，事前アンケート，事後アンケート，科目別
アンケートの３種類を実施している。各アンケートの主な項目は，次のとおりである。 
    (1) 事前アンケート  
     ・講座への参加のきっかけや参加のための費用負担など研修参加の背景等  
     ・研修の実施時期，講座に期待すること 等  
    (2) 事後アンケート  
     ・この講座の受講がこれからの仕事に役立つと思うか（５段階評価）  
     ・プログラムは適切であったか（５段階評価）  
     ・講習の時期・期間は適切であったか（３段階評価）  
     ・講座の運営は適切であったか（５段階評価）  
     ・全日程を通して特に良かった内容・テーマ・講師（記述式）  
     ・新たに聴講したい講師や事例（記述式）等  
    (3) 科目別アンケート  
     ・科目の４段階評定，評価理由（選択式），意見・感想  
   【調査票作成の工夫点】 
    ○ 比較的判断が容易な時期や期間については３段階評価とし，運営やプログラムの内容につ
いては，５段階評価としている。また，良悪のみの判断を求める内容については４段階とし
ている。  
    ○ 科目別アンケートの４段階評定については，評価の理由を求めている。これは，受講者が
回答しやすいように10項目の観点を示し，選択するようにしている。（複数回答可）  
   【研修の評価】 











 (4) 研修の参加者に対する評価 
  ① 研修成果の評価の方法 





   ・研修に全回出席した者に修了証書を発行することにより，研修実績の評価としている例もある
が，全日程出席できる者が減少しており，その意味が薄れてきている。一定以上の出席率とレ
ポート提出を併用するなど，修了要件を弾力化することも考えられる。  
   ・参加者の所属図書館が，研修終了後に参加者から復命書を提出させている場合が多いが，復命
書に研修の成果をどのように実践に活かすかという内容を含めることによって，参加者が何を
得たか，得なかったかを明確に把握でき，研修の効果も上げることができる。  
   ・研修終了後，参加したことによる成果が職務に反映されているのかについて，職場や個人にお
いて評価を行うことが必要である。  
   ・なお，参加者の事前準備の状況についての評価も必要であり，そのための手法の開発が必要で
ある。事前に課題の提出等を求め，研修の中で，講師による講評を実施している例もある。  
 
  ☆ 研修レポートの課題の例：新任図書館長研修 
    文部科学省，国立大学法人筑波大学等の共催で毎年実施している「新任図書館長」研修では，
研修の修了条件として，レポートの提出を義務づけている。平成19年度のレポートの作成要領を
以下に紹介する。 
   【平成19年度新任図書館長研修レポート】 
    課 題  
     図書館（自館）の自己評価と今後の改善方針  
    提出先  
     各都道府県の新任図書館長研修担当者  
    提出締切日  
     研修最終日の２週間後の日（平成19年度は９月14日）  
    レポート作成上の留意点  
     (1) レポートの内容は，１．講義内容のうち自館の改善に役立つと思われる事項や事例を述
べ，それをもとに，２．自館の自己評価を行い，３．自館における具体的な改善方針につ
いて記述すること。３には，研修成果の自館研修への還元方法（館内研修等）を含むこと。  
     (2) 講義内容の要約，自館の歴史・現状紹介にならないようにすること。  
     (3) 項目立てや形式は自由とする  





  ☆ 研修レポートを発表している事例：ビジネスライブラリアン講習会 
    ビジネス支援図書館推進協議会（会長：竹内利明（電気通信大学教授））では，図書館員のビジ
ネス支援スキルを高める講習会として，「ビジネス・ライブラリアン講習会」を毎年開催している。 
    この講習会では，毎回，修了レポートの提出が義務づけられ，審査を経た上で，一定の水準以
上であると評価された者に，「ビジネス・ライブラリアン講習会修了証」を交付している。現在，
全国の図書館員約100名にこの修了証が交付されている。 
    修了レポートは，4,000字程度で，講習内容に即したものであること，また，実践報告書ではな
く，講習会で得たものを基礎として独自の発想や考え方を取り入れた内容とすることが求められ
ている。 
    レポートの評価は，講習会の講師により，テーマの設定，全体構成，論旨，展開，結論（意見・
主張），先行文献，記事の採取等の観点から総合的に行われる。 
    第４回講習会（平成18年９月開催）修了レポートのうち，特に優秀であると評価されたものが，
財団法人高度映像情報センターの調査研究報告書の中で公表されている（『地域を支える公共図書
館－図書館による課題解決支援サービスの動向－』）。 






   参 考 
     ＡＶＣＣライブラリーレポート2007「地域を支える公共図書館－図書館による課題解決支援
サービスの動向－」  
 
  ② 研修歴を記録し証明する仕組み 
   ・研修への参加を評価するためには，研修歴を記録しておくことが必要である。生涯学習パスポ
ートに類するものを配付して，研修の記録を記入していくことも考えられる。  














  ③ 研修修了者の認定・名称の付与 




   ・社団法人日本図書館協会で，この課題について検討を重ねてきた経緯もあり，同協会の動向を
尊重しつつ，実現を期待したい。  
 
  ④ 研修の評価を人事や職場の待遇に反映させることついて 








 (5) 研修に参加できる環境の整備 
  ① 設置者や管理職に対する，職員の能力育成の必要性についての理解の促進 
   ・現状では，とりわけ中堅職員向けの研修は，  
    ｉ）研修参加の時間が取りにくいこと  
    ⅱ）旅費の確保が難しいこと  
    ⅲ）研修が体系的に整理されていないため，計画的な研修参加や，研修成果の蓄積が難しいこ
と  
    iv）他の職員に研修内容を伝達する機会の設定が難しく，資料の回覧程度で済ませていること
もあること  
    などの阻害要因があり，所属図書館内で研修の必要性についての理解が進んでいないのが実情
である。 









  ② 研修に関する情報の収集と提供 








  ③ 研修への参加を支援する仕組み 
   ・社会教育法第９条の６では，社会教育主事の研修を奨励する規定があり，公民館職員について
も，同条を準用する規定がある。司書についても，同様に，研修を奨励する法的な環境整備が
なされたことから，今後の研修への参加促進が期待される。  




 (6) 研修参加者による職場への研修内容の周知・普及 
  ① 研修参加者による，職場での研修内容の報告会等の実施 




   ・研修参加者が講師となり，各図書館等で勉強会や研修会等を実施するなど，研修内容の職場へ
の周知に努めることが望まれる。  
 
  ② 講師として活躍できる人材の育成 

















  ・国等において，研修内容の公表の在り方について標準的なモデルを策定することが望まれる。  
 

































































































 国立国会図書館，大学，民間団体等への要望  
 
目的・ねらい 
 ① 図書館の意義や役割を理解するための研修を行う。  
 ② 日常業務に係わる実務研修を中心に行い図書館サービスの向上を図る。  
 ③ 国・都道府県が実施した研修内容を活用した研修を行う。  
 
 ① 経験年数に対応して実務上必要な事項の研修を行う。  
 ② 地域社会の動向に対応した図書館の運営に関する研修を行う。  
 ③ 国が実施した研修内容を活用した研修を行う。  
 
 ① 高度かつ専門的な内容の研修を行う。  
 ② 全国的・国際的動向の理解など広い視野から職務を遂行するための研修を行う。  
 ③ 管理職の資質向上を図る。  
 ④ 参加者相互の研鑽と交流により，全国的な人的ネットワークの形成に資する。  
 
 ① 特定分野の専門性を高めるための研修を行う。  
 ② 地域社会のニーズや特性に応じた図書館サービスの向上を図る。  
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主な対象 
 ・図書館職員全般（短期雇用者，事務職員等を含む）  
 ・社会教育施設等の図書室等の職員（図書館未設置市町村を含む）  
 
 ・図書館長及び管理職  
 ・当該都道府県内の司書及び司書補  
 
 ・図書館長及び管理職  
 ・指導的立場にある中堅の司書  
 
 ・全国を対象  
 ・各地域を対象とした研修  
  
研修領域・内容 
 ① 図書館の意義・役割  
 ② 図書館業務全般  
 ③ 学校や社会教育施設など関係機関との連携  
 
 ① 初任者・中堅等の経験別の実務全般についての研修(事業計画，各種サービス，図書館間協力等)  
 ② 地域社会の動向に関する研修(ニーズの把握，学校や社会教育施設など関係機関との連携等)  
 
 ① 高度かつ専門的内容の研修(レファレンスサービス，児童サービス等)  
 ② 全国的・国際的動向に関する研修(情報化と図書館，図書館関係施策等)  
 ③ 図書館経営に関する高度な研修(サービス計画，マネジメント等)  
 ④ 新たなニーズに対応した研修  
 
 ① 特定分野の高度かつ専門的内容の研修  
 ② 地域社会のの特性やニーズを踏まえた研修  
  
研修方法 
 ① 講義・研究協議等  
 ② 館内研修  
 ③ 図書館等視察研修  
 ④ 職員相互の助言・情報交換等  
 
 ① 講義・研究協議等  
 ② 図書館等視察研修  
 ③ 市町村立図書館等からの長期派遣研修の受入れ  
 ④ 通信教育，遠隔教育等  
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 ① 講義の他，課題別のグループワークによる演習等  
 ② 長期にわたる宿泊研修  
 ③ 海外研修  
 ④ 通信教育，遠隔教育等  
 
支援体制 
 ① 国・都道府県の研修を受講した者が，研修内容を普及することにより，職員全般を支援  
 
 ① 市町村レベルの研修を企画・指導できる人材を育成  
 ② 国の研修を受講した者が，研修内容を普及することにより，市町村を支援  
 ③ 研修プログラムの開発・提供などを通じて市町村を支援  
 ④ 関連する情報の収集・提供を通じて市町村を支援  
 ⑤ 情報提供や講師の派遣，等を通じた，地域による研修機会の格差の改善  
 
 ① 都道府県レベルの研修を企画・指導できる人材を育成  
 ② 研修プログラムの開発・提供などを通じて都道府県・市町村を支援  
 ③ 関連する情報の収集・提供の拠点となり，都道府県・市町村を支援  










  採用・配属 市の公務員初任者研修を受講  
        図書館（県立又は市立）の初任者研修を受講  
        市（又は自館）の基礎的研修を受講  
  ３年目   市（又は自館）の中堅研修を受講  
        県の中堅研修を受講 
        （→市の中堅研修で講師を務め，県の研修成果を普及）  
        民間団体が主催する，図書館関連のビジネス支援，医療情報等専門分野の講座を受講  
        国の研修（図書館地区別研修）を受講 
        （→県の中堅研修で講師を務め，国の研修成果を普及）  
  ７年目   県の上級者研修を受講  
        民間団体が主催する，図書館関連のビジネス支援，医療情報等専門分野の講座を受講  
        商工会議所等の各種機関やNPO等が主催する，医療や経営等の特定分野の研修を受講  
        国の上級者研修（図書館司書専門講座）を受講 
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        （→県の上級者研修で講師を務め，国の研修成果を普及）  
  ○○年目  管理職に就任  
        県の管理職研修を受講 
        （→市の職員の育成に努める）  
  ○○年目  館長に就任  
        県の館長研修を受講 
        （→市の職員の育成に努める）  
        国の館長研修を受講 
        （→県の館長研修で講師を努め，国の研修成果を普及） 
        （→継続的に，市の職員の育成に努める）  
 
２．市立図書館で勤務する，短期非常勤職員Ｂさんの場合 
  採用  図書館の初任者研修を受講  




  図書館長に就任 図書館の初任者研修を受講  
          県の館長研修を受講 
          （→市の職員の育成に努める）  
          国の館長研修を受講 
          （→県の館長研修で講師を努め，国の研修成果を普及） 






  図書館職員の研修に関する検討の経緯 




  図書館職員の研修の現状 





  これからの図書館職員に求められる資質・能力 





  研修の課題と改善方策 
   (1) 研修の対象と領域 
    ① 初任者を対象とする研修 
     ・参加者が有する知識や技術に応じて，対象者や内容，研修方法に工夫が必要。  
     ・図書館サービス業務に携わらない事務職員やボランティア等も参加させることが望ましい。 
    ② 経験年数に応じた研修（キャリアアップ研修） 
     ・司書養成科目の内容についての最新の知識・技術，養成科目ではあまり触れられない知識・
技術，役職等に応じて必要となる知識・技術を加えることが必要。  
    ③ 管理職を対象とする研修 
     ・図書館運営形態や危機管理等，図書館が直面している経営上の課題についての研修を更に
充実させる必要がある。  
    ④ 図書館サービス向上のための研修 
     ・各図書館によって，日常的に求められるサービスの内容が異なる面があるため，地域の特
色や図書館の役割に応じた研修を行う必要がある。また，短期間で即戦力となる研修方法
についても検討し教材やカリキュラムを開発する必要がある。  
    ⑤ 特定分野の専門性を高めるための研修 
     ・社会の変化等に応じた新たな課題等に対応する分野の体系的な研修が少ない。とりわけ，
デジタル情報の利用能力を高めるための研修を，当面重点的に行うことが必要。  
    ⑥ 教育の手法（上記各研修の共通事項として） 




   (2) 研修の形態や方法等 
    ① インタ－ネット等を活用した遠隔教育や，遠隔教育と集合学習との組合せなど様々な形態
の研修 
     ・導入に当たっては，まず，配付資料や教材の配信から着手し，静止画の配信，動画配信，
メールでの質疑応答，リアルタイムでの質疑応答等，できるところから段階的にでも取り
入れ，参加希望者の利便性を図っていくことが重要。  
    ② １ヶ月に１～２回の研修を１年間かけて実施するなどの分散型研修 
     ・自学自習やレポート作成の時間が確保できるなどの点で有効である。  
    ③ 国レベルの研修を地方でも開催 
     ・地方では企画できない研修が受講できるメリットがある。  
    ④ 研修プログラムを部分的に参加対象者を拡げて実施 
     ・職階が異なる者や他館種の職員等，募集対象者以外の図書館関係者と知識・技術の共有を
図ることが可能となる。  
    ⑤ 大学，大学院の授業や公開講座等の活用 




    ⑥ 他の図書館での実務研修の実施 
     ・他の図書館で実務研修を行い，他館の管理・運営を知ることにより，その長所・短所を自
館の図書館サービスの向上に生かすことができる。  
    ⑦ 研究の奨励と，研究発表の場の確保 
     ・図書館職員が研究を行い，研究発表や論文の作成を行うことは，知識・技術の飛躍的な向
上につながる。研修の一環として，研究の奨励や研究発表の場を確保することが重要。  
    ⑧ 地方公共団体で定期的に研修を実施するための体制の工夫 




   (3) 研修に対する評価 
    ・参加者による研修の内容や講師に対する評価を実施し，講師にフィードバックすることによ
り，説明内容や教育方法を改善して，参加者の理解度や満足度が高い研修を増やしていくこ
とが重要。  




   (4) 研修の参加者に対する評価 
    ① 研修成果の評価の方法 
     ・研修で学んだ内容をどのように日々の図書館業務に活かすのかという観点からレポート作
成を課して，評価することが望ましい。  
     ・参加したことによる成果が職務に反映されているのか，評価を行うことが必要。  
     ・参加者の事前準備の状況についての評価も必要であり，そのための手法の開発が必要。  
    ② 研修歴を記録し証明する仕組み 
     ・研修への参加を評価するためには，研修歴を記録しておくことが必要。研修歴の記録は専
門職のキャリア形成の記録として意義があり，人事にも役立つと考えられる。  
     ・民間団体等の研修を受講した者においては，研修内容が判断できる資料や，修了証書や成
績証明書等を保管し，必要に応じて研修参加を所属先に証明できるようにしておくことが
必要。  
    ③ 研修修了者の認定・名称の付与 
     ・実務経験，研修等を積んで高度で実践的な専門性を有する司書を評価する名称を付与する
制度を設けることについて，社団法人日本図書館協会の検討の動向を尊重しつつ，実現を
期待したい。  
    ④ 研修の評価を人事や職場の待遇に反映させることついて 
     ・研修に数多く参加したことだけを評価し，人事等に反映させるのは適切ではない。  
 
   (5) 研修に参加できる環境の整備 
    ① 設置者や管理職に対する，職員の能力育成の必要性についての理解の促進 
     ・理解の促進のためには，研修の有用性の評価とその公開を進める必要がある。研修が実務
に役立っていること，その時間は仕事に従事できないが，長期的には業務の効率化や組織
運営の向上につながることを明らかにする必要がある。  
    ② 研修に関する情報の収集と提供 
     ・各都道府県で研修に関する情報を幅広く収集し，実施主体別や専門分野別等に区分・整理
して提供することにより，研修機会をわかりやすく提示することが考えられる。  
    ③ 研修への参加を支援する仕組み 
     ・各地方公共団体が有する制度について情報収集し，十分に活用することも必要。  
 
   (6) 研修参加者による職場への研修内容の周知・普及 
    ① 研修参加者による，職場での研修内容の報告会等の実施 
     ・研修参加者が講師となり，各図書館等で勉強会や研修会等を実施するなど，研修内容の職
場への周知に努めることが望まれる。  
    ② 講師として活躍できる人材の育成 





   (7) 研修主催者による研修内容の周知・普及 
    ・研修の配付資料，講義録をホームページで公開することにより，研修内容を効率的に普及す
ることができる。  
 
   (8) その他 
    ・指定管理者の契約社員など，図書館サービス業務に携わる民間の職員等にも，必要に応じて，
体系的な研修を受講させる必要がある。  
 
  研修の体系化 
   (1) 研修の体系化の必要性 




   (2) 研修体系の考え方 














































 (3) 基本的方向ごとの施策 
 基本的方向１ 社会全体で教育の向上に取り組む 
 ④ いつでもどこでも学べる環境をつくる 







  ◇ 図書館・博物館の活用を通じた住民の学習活動や個人と地域の自立支援の推進 








  ◇ 公民館等の活用を通じた地域の学習拠点づくり 
  ◇ 持続可能な社会の構築に向けた教育に関する取組の推進 
  ◇ 人権教育の推進，社会的課題に対応するための学習機会の提供の推進 
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  ◇ 地域における身近なスポーツ環境の整備 
  ◇ 「学び直し」の機会の提供と学習成果を社会で生かすための仕組みづくり 
 
 基本的方向２ 個性を尊重しつつ能力を伸ばし，個人として，社会の一員として生きる基盤を育てる 
 ② 規範意識を養い，豊かな心と健やかな体をつくる 
  ◇ 道徳教育の推進 
  ◇ 伝統・文化等に関する教育の推進 
  ◇ 学校における体育及び運動部活動の推進 
  ◇ 全国体力・運動能力等調査の実施と体力向上の取組の推進 
  ◇ 地域における身近なスポーツ環境の整備 
  ◇ 食育の推進，地域の医療機関等との連携による心身の健康づくり 
  ◇ 環境教育の推進 
  ◇ 勤労観・職業観や知識・技能をはぐくむ教育（キャリア教育・職業教育）の推進 
  ◇ 体験活動・読書活動等の推進 









  ◇ いじめ，暴力行為，不登校，少年非行，自殺等に対する取組の推進 
  ◇ 不登校の子ども等の教育機会についての支援 
 
 基本的方向４ 子どもたちの安全・安心を確保するとともに，質の高い教育環境を整備する 
 ② 質の高い教育を支える環境を整備する 
  ◇ 学校図書館の整備の推進 




  ◇ 教材の整備の推進 
  ◇ 学校の情報化の充実 





 (1) 関係者の役割分担，連携協力 
  ② 地方公共団体に期待される役割 
    教育の振興に関し，地方公共団体には，国との適切な役割分担を踏まえて，当該地方公共団体
の経済的・社会的条件等に応じた施策を策定し，実施することにより，住民の期待に応え，その
責任を全うすることが求められる。 












































                             日本図書館協会 
                             昭和29年５月28日 採択 

































 (1) 多様な，対立する意見のある問題については，それぞれの観点に立つ資料を幅広く収集する。 
 (2) 著者の思想的，宗教的，党派的立場にとらわれて，その著作を排除することはしない。 
















 (1) 人権またはプライバシーを侵害するもの 
 (2) わいせつ出版物であるとの判決が確定したもの 















































                                日本図書館協会 
























































































































                            日本図書館協会図書館政策特別委員会  
                            平成元年１月 確定公表 
































































 (1) 日常生活または仕事のために必要な情報・知識を得る。 
 (2) 関心のある分野について学習する。 
 (3) 政治的，社会的な問題などに対するさまざまな思想・見解に接し，自分の考えを決める糧にする。 
 (4) 自らの住む地域における行政・教育・文化・産業などの課題解決に役立つ資料に接し，情報を得
る。 
 (5) 各自の趣味を伸ばし，生活にくつろぎとうるおいをもたらす。 
 (6) 子どもたちは，読書習慣を培い，本を読む楽しさを知り，想像力を豊かにする。 
 (7) 講演会・読書会・鑑賞会・展示会などに参加し，文化的な生活を楽しむ。 







































































































































































































































































  図書館を設置する自治体は，司書（司書補）を専門職種として制度化すべきである。 
  その内容は次のとおりである。 
 (1) 司書（司書補）資格をもつ者を，公開公募の試験によって採用する。 
 (2) 専門職員は，本人の希望または同意によるほかは，他職種へ異動されない。 
 (3) 専門職員には，昇任の機会が適正に与えられる。 
88 館長は，公立図書館の基本的任務を自覚し，住民へのサービスを身をもって示し，職員の意見をく
みあげるとともに，職員を指導してその資質・能力・モラールの向上に努める。 

















































 (3) 市町村立図書館の活動が一定の水準以上を達成できるための資料購入費補助制度の設定。 
 (4) 市町村立図書館の活動の充実に役立つ設備・機器等の購入の助成。 
 (5) 県下公立図書館職員の研修と交流の機会の設定とそれに要する経費助成。 
 (6) 県民に対する図書館に関する情報・資料の提供。 
 (7) 公立図書館未設置自治体に対する啓蒙，情報・資料の提供。 






































  ［延床面積］ 
人口 6,900人  未満1,080㎡を最低とし， 
人口18,100人  までは１人につき0.05㎡ 
  46,300人  までは１人につき0.05㎡ 
  152,200人  までは１人につき0.03㎡ 
  379,800人  までは１人につき0.02㎡を加算する。 
  ［蔵書冊数］ 
      人口 6,900人  未満67,270冊を最低とし， 
      人口18,100人  までは１人につき3.6冊 
        46,300人  までは１人につき4.8冊 
        152,200人  までは１人につき3.9冊 
        379,800人  までは１人につき1.8冊を加算する。 
  ［開架冊数］ 
      人口 6,900人  未満48,906冊を最低とし， 
      人口18,100人  までは１人につき2.69冊 
        46,300人  までは１人につき2.51冊 
        152,200人  までは１人につき1.67冊 
        379,800人  までは１人につき1.68冊を加算する。 
  ［資料費］ 
      人口 6,900人  未満1,000万円を最低とし， 
      人口18,100人  までは１人につき796円 
        46,300人  までは１人につき442円 
        152,200人  までは１人につき466円 
        379,800人  までは１人につき229円を加算する。 
  ［年間増加冊数］ 
      人口 6,900人  未満5,574冊を最低とし， 
      人口18,100人  までは１人につき0.32冊 
        46,300人  までは１人につき0.30冊 
        152,200人  までは１人につき0.24冊 
        379,800人  までは１人につき0.17冊を加算する。 
  ［職員数］ 
      人口 6,900人  未満６人を最低とし， 
      人口18,100人  までは100人につき0.025人 
－376－ 
        46,300人  までは100人につき0.043人 
        152,200人  までは100人につき0.041人 










４ ユネスコ公共図書館宣言 1994年 
  （ＵＮＥＳＣＯ Public Library Manifesto 1994） 
 
                                    平成６年11月 採択  


























































































































































































































 平成20年度 図書館に関する基礎資料 
 






  〒 110-0007 東京都台東区上野公園１２番４３号 
  TEL （０３）３８２３－０２４１ 
  FAX （０３）３８２３－３００８ 
 
